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定時株主総会開催予定日   2008年５月15日           配当支払開始予定日 2008年４月22日 

有価証券報告書提出予定日  2008年５月16日 
  

      （百万円未満切捨て） 
１．2008年２月の連結業績（2007年２月21日～2008年２月20日） 
(1)連結経営成績                              （％表示は対前期増減率） 
 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

2008年２月期 5,167,366 7.1 156,040 △17.8 166,326 △11.7 43,932 △23.8 

2007年２月期 4,824,775 8.9 189,728 14.2 188,303 7.0 57,656 99.3 
 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

自己資本 

当期純利益率 

総資産 

経常利益率 

営業収益 

経常利益率 

     円    銭  円     銭 ％ ％ ％ 

2008年２月期 55 75 55 75 4.9 4.7 3.2 

2007年２月期 77 31 77 30 7.3 5.8 3.9 

(参考)持分法投資損益 2008月２月期 △548百万円  2007年２月期 △5,226百万円 
 
(2)連結財政状態 
 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円  百万円  ％   円    銭  

2008年２月期 3,591,406  1,167,477  24.2  1,136 73 

2007年２月期 3,534,346  1,200,783  25.8  1,141 40 
(参考)自己資本 2008年２月期 869,746百万円  2007年２月期 912,638百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 
 営業活動による 

キャッシュ･フロー 
投資活動による 
キャッシュ･フロー 

財務活動による 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期末残高 

 百万円  百万円  百万円   百万円  

2008年２月期 201,978  △295,471  △139,007  159,744  

2007年２月期 141,644  △364,248  314,348  382,851  
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

配当金総額 
(年間) 

配当性向 
(連結) 

純資産配当率 
(連結) 

  円  銭  円  銭  円  銭 百万円 ％ ％ 

2007年２月期 ― 15 00 15 00 11,994 19.4 1.4 

2008年２月期 ― 17 00 17 00 13,008 30.5 1.5 

2009年２月期 
(予想) 

 17  00 17  00  89.5～121.4  

 
３．2009年２月期の連結業績予想（2008年２月21日～2009年２月28日） 

 
営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円  

通期 5,400,000超 165,000～175,000 165,000～175,000 11,000～15,000 14円～19円 

当社は、2008年４月７日開催の取締役会において、決算期(事業年度の末日)の変更を行うことについて2008
年５月15日に開催予定の第83期定時株主総会にはかることを決議いたしました。 
    

-1-



イオン(株)(8267)2008 年２月期 決算短信 

 

４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有 ･ 無 
 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と
なる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 ･ 無 
② ①以外の変更   有 ･ 無 

 
(3) 発行済株式数（普通株式） 
①期末発行済株式数(自己株式を含む) 2008年２月期 800,446,214株  2007年２月期 800,208,044株 
②期末自己株式数          2008年２月期  35,312,828株  2007年２月期   633,550株 
 (注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、29ページ「１株当たり情報」
をご覧ください。 
 
    

(参考)個別業績の概要 
 
１.2008 年２月期の個別業績(2007 年２月 21日～2008 年２月 20日) 

(1)個別経営成績                       （％表示は対前期増減率） 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円   ％ 

2008年２月期 2,068,712 5.5 31,718 △5.5 49,534 12.5 2,821 △88.5 

2007年２月期 1,960,265 3.6 33,576 38.2 44,045 41.5 24,452 971.2 

 

 １株当たり 
当期純利益 

 円   銭 

2008年２月期 3 58 

2007年２月期 32 79 

 
(2)個別財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円    銭 

2008年２月期 1,340,546  552,526  41.2  721 51 

2007年２月期 1,377,952  629,340  45.7  786 63 

(参考)自己資本 2008年２月期 552,098百万円  2007年２月期 629,035百万円 
 
 

 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

 本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成した

ものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。業績予想等を含む「経営成績」

につきましては、３ページ以降をご覧ください。 
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１１１１．．．．経経経経        営営営営        成成成成        績績績績    

（（（（１１１１））））経営成績経営成績経営成績経営成績にににに関関関関するするするする分析分析分析分析                                                            

        連結業績連結業績連結業績連結業績のののの推移推移推移推移    
2002002002008888年年年年2222月期月期月期月期    
（（（（当期当期当期当期））））    

    
2002002002007777年年年年2222月期月期月期月期    

    

    
2002002002006666年年年年2222月期月期月期月期    

    

    
2002002002005555年年年年2222月期月期月期月期    

    営 業 収 益営 業 収 益営 業 収 益営 業 収 益((((百万円百万円百万円百万円))))    5,167,3665,167,3665,167,3665,167,366    4,824,7754,824,7754,824,7754,824,775    4,430,2854,430,2854,430,2854,430,285    4,195,8434,195,8434,195,8434,195,843    

営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益((((百万円百万円百万円百万円))))    156,040156,040156,040156,040    189,728189,728189,728189,728    166,105166,105166,105166,105    146,777146,777146,777146,777    

経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益((((百万円百万円百万円百万円))))    166,326166,326166,326166,326    188,303188,303188,303188,303    175,989175,989175,989175,989    156,099156,099156,099156,099    

当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益((((百万円百万円百万円百万円))))    43,9343,9343,9343,932222    57,65657,65657,65657,656    28,93228,93228,93228,932    62,06662,06662,06662,066    

                      ※前々期より固定資産の減損会計を適用しています。 
事業事業事業事業のののの種類別種類別種類別種類別セグメントセグメントセグメントセグメント状況状況状況状況    営業収益営業収益営業収益営業収益（（（（百万円百万円百万円百万円））））    前前前前期期期期比比比比((((％％％％))))    営業利益営業利益営業利益営業利益（（（（百万円百万円百万円百万円））））    前前前前期期期期比比比比((((％％％％))))    

総 合 小 売 事 業総 合 小 売 事 業総 合 小 売 事 業総 合 小 売 事 業    4,133,6884,133,6884,133,6884,133,688    107.7107.7107.7107.7    69,34169,34169,34169,341    92.292.292.292.2    

専 門 店 事 業専 門 店 事 業専 門 店 事 業専 門 店 事 業    639,881639,881639,881639,881    105.0105.0105.0105.0    △△△△556556556556    －－－－    

デ ィ ベ ロ ッ パ ーデ ィ ベ ロ ッ パ ーデ ィ ベ ロ ッ パ ーデ ィ ベ ロ ッ パ ー 事 業事 業事 業事 業    141,940141,940141,940141,940    111.8111.8111.8111.8    35,83235,83235,83235,832    93.093.093.093.0    

サ ー ビサ ー ビサ ー ビサ ー ビ スススス 等等等等 事 業事 業事 業事 業    735,504735,504735,504735,504    111.0111.0111.0111.0    51,74051,74051,74051,740    84.084.084.084.0    

計計計計    5,651,0145,651,0145,651,0145,651,014    107.9107.9107.9107.9    156,357156,357156,357156,357    81.681.681.681.6    

消 去消 去消 去消 去    △△△△483,648483,648483,648483,648    －－－－    △△△△316316316316    －－－－    

連 結連 結連 結連 結    5,167,3665,167,3665,167,3665,167,366    107.1107.1107.1107.1    156,040156,040156,040156,040    82.282.282.282.2    

       ・総合小売事業（総合ｽｰﾊﾟｰ、ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ、ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ及び百貨店等）  
    ・専門店事業（婦人服、ﾌｧﾐﾘｰｶｼﾞｭｱﾙﾌｧｯｼｮﾝ、ﾍﾙｽ＆ﾋﾞｭｰﾃｨ及び靴等を販売する専門店）  
    ・ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ事業（商業施設を開発、賃貸運営するﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ）  
    ・ｻｰﾋﾞｽ等事業（金融、ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ、外食、店舗ﾒﾝﾃﾅﾝｽ、卸売業等）    
    

①①①①連結業績連結業績連結業績連結業績のののの状況状況状況状況    

・当社並びに連結子会社 140 社の連結営業収益は、５兆 1,673 億 66 百万円（前期比 107.1％）、

連結営業利益は 1,560 億 40 百万円（同 82.2％）となり、持分法適用関連会社 28社を加えた連

結経常利益は 1,663 億 26 百万円（同 88.3％）、連結当期純利益は 439 億 32 百万円（同 76.2%）

となりました。 

・営業収益については過去最高となりましたが、米国タルボット（The Talbots, Inc.）が米国で

の消費低迷の影響を受け大幅な減益となったこと、改正貸金業法施行の影響によりイオンクレ

ジットサービス株式会社の国内業績が低迷したこと、当社業績が天候不順の影響を受け想定水

準に至らなかったことなどにより、10期ぶりに連結営業利益は減益となりました。また、株式

会社ダイエーの“のれん相当額”について損失処理を行なったこともあり、当期純利益も２期

ぶりに前期を下回る結果となりました。 

・当期より、会計基準の変更により、正の「のれん償却額」83 億 46 百万円を「営業外収益」か

ら「販売費及び一般管理費」に計上しています。 

【【【【スクラップスクラップスクラップスクラップ＆＆＆＆ビルドビルドビルドビルド】】】】    

・当期は、総合スーパー15 店舗、スーパーマーケット 69 店舗を出店しました。また上記店舗の

一部を核店舗とするモール型ショッピングセンターを新たに 11ヶ所開設しました。一方、総合

スーパーを 14 店舗、スーパーマーケット 32 店舗を閉店し、引き続き店舗のスクラップ＆ビル

ドを推進しました。 

【【【【グループシナジーグループシナジーグループシナジーグループシナジーのののの追求追求追求追求】】】】    

・イオングループとして最もシナジー効果を見込む、プライベートブランド商品開発、需要集約、

サプライチェーンマネジメント（ＳＣＭ）のグループ共通機能をイオン株式会社から分離し、

2007 年５月 21 日に３つの新会社を設立しました。この３社は、グループ各社、および友好企

業から広く人材を集め、各社の持つ強みやノウハウを経営に活かすことのできる体制を整えま

した。 

・定率減税廃止や、原材料価格の高騰に伴う製品価格の上昇などによりお客さまの生活防衛意識

が高まる中、イオンはグループのシナジーを活かし、2007 年８月７日より、生活必需品の価格

を凍結する「生活応援特価」を実施しています。また、イオンのプライベートブランド「トッ
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プバリュ」においても、お客さまの購買頻度の高い食品などの値下げを行っています。 

・「トップバリュ」売上高は、グループ合計で 2,647 億円（前期比 120.3％）となりました。今後

もお客さまの声を商品開発に取り入れ、「安全・安心」でお買い得な「トップバリュ」をご提供

できるよう努めてまいります。 

【【【【資本資本資本資本・・・・業務提携業務提携業務提携業務提携】】】】    

・株式会社ダイエーおよび丸紅株式会社と資本・業務提携を行うとともに、株式会社マルエツお

よび丸紅株式会社とも業務提携を行いました。株式会社ダイエーと株式会社マルエツは当期よ

り持分法適用関連会社となりました。 

・近畿地区におけるスーパーマーケット事業の更なる成長を目指し、大阪府、兵庫県で地域に密

着した都市型食品スーパーを展開する株式会社光洋の株式を譲受し、同社を連結子会社としま

した。 

【【【【グループグループグループグループ再編再編再編再編・・・・統合統合統合統合】】】】    

・ディベロッパー事業のイオンモール株式会社と株式会社ダイヤモンドシティは、イオンモール

株式会社を存続会社として合併しました。 

・当社が北海道で展開する総合小売事業を、会社分割により株式会社ポスフールに承継し、同社

は社名を「イオン北海道株式会社」に変更しました。 

・九州で総合小売事業を展開するイオン九州株式会社と株式会社マイカル九州は、イオン九州  

株式会社を存続会社として合併しました。 

・当社、イオンモール株式会社、イオンクレジットサービス株式会社は、３社が展開する保険代

理店事業を統合することを決議しました。同決議に基づき、2008 年２月 21 日にイオン保険  

サービス株式会社が誕生しました。 

【【【【新事業展開新事業展開新事業展開新事業展開】】】】    

・2007 年４月 27 日に首都圏の店舗で利用を開始したイオンの電子マネー「ＷＡＯＮ」は、順次

利用可能エリアを拡大し、2008 年３月１日からは全国のイオングループのショッピングセンタ

ーを中心に、24,000 店舗でご利用いただけるようになり、発行枚数は 380 万枚となりました。 

・当社と株式会社日本航空は、両社の将来に向けた持続的な事業発展を目的として広範な業務提

携を行うことで合意しました。この業務提携に基づき 2008 年３月１日より、ＪＡＬマイレージ

バンク（ＪＭＢ）とイオンの電子マネー「ＷＡＯＮ」が連携する「ＪＭＢ ＷＡＯＮ」および   

「ＪＭＢ ＷＡＯＮ」とイオンカードが一体となった「イオンＪＭＢカード」会員の募集を開始

しました。 

・当社と三井住友カード株式会社は、両社の顧客サービスの向上と事業発展を目的として、   

「ＷＡＯＮ」において業務提携を行なうことで基本合意しました。今後、「ＷＡＯＮ」加盟店の

共同開拓や三井住友カード会員に対する「三井住友ＷＡＯＮカード（仮称）」の発行などを行っ

てまいります。 

・「ＷＡＯＮ」は、いつでも・どこでも使える生活者の電子マネーとの位置づけのもと、グループ

の枠を越え、各地域の商業施設・商店街などでもご利用いただける「地域通貨」としての役割

を担えるよう、お客さまの利便性向上を目指してまいります。 

・2007 年 10 月に、株式会社イオン銀行が営業を開始しました。当期末のインストアブランチは

13 店舗、口座数約 25 万、預金残高約 1,400 億円となり、順調なスタートを切りました。 

 

【【【【中国展開中国展開中国展開中国展開】】】】    

・当社は、中華人民共和国の首都北京市に、モール型ショッピングセンターを中心に出店する  

永旺商業有限公司（Beijing AEON Co., Ltd.）を設立しました。また、イオンディライト株式

会社は、独自資本による現地法人の永旺永楽（北京）物業管理有限公司を設立し、株式会社   

イオンファンタジーも永旺幻想（北京）児童遊楽有限公司を設立しました。今後は、グループ
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の総力を結集して、中国国内でのショッピングセンター開発を推進してまいります。 

・また、中国での出店を加速するために、当社は中国国内において総合的な街づくりで多くの実

績とノウハウを有する上海上実（集団）有限公司と業務提携を結びました。 

 

②②②②    個別事業個別事業個別事業個別事業のののの状況状況状況状況    

【【【【総合小売事業総合小売事業総合小売事業総合小売事業】】】】        

（（（（総合総合総合総合スーパースーパースーパースーパー事業事業事業事業））））            

・国内の総合スーパーは、12 店舗を出店、12店舗を閉店し、立地環境の変化に対応した店舗のス

クラップ＆ビルドを着実に実行しました。この結果、国内の総合スーパーは 569 店舗となりま

した。 

・イオン株式会社単体は、天候不順、地方における消費環境の悪化の影響もあり既存店売上高伸

び率は 99.6％となり、直営荒利益率は、住居余暇では改善したものの、衣料品の在庫処分の増

加などにより前期から 0.2％低下しました。既存店販管費伸び率については、98.0％と計画内

にコントロールしました。以上により、イオン株式会社の営業収益は２兆 687 億 12 百万円  

（前期比 105.5％）、営業利益は 317 億 18 百万円（同 94.5％）と増収減益となりました。 

・株式会社マイカルでは、新店２店舗がいずれも堅調に推移し、「トップバリュ」の拡販やグルー

プ共通機能の積極的活用、セールスの見直しなどにより、直営荒利益率は前期から改善しまし

た。しかしながら、新店開設や既存店の活性化、および業務プロセス改革のためのグループ共

通インフラシステム導入に係るＩＴ投資などにより、増収減益となりました。 

・この結果、国内の総合スーパー各社合計では、営業収益３兆2,049億 63百万円（前期比109.5%）、

営業利益 414 億 19 百万円（前期比 86.7％）と増収減益となりました。 

 

（（（（スーパーマーケットスーパーマーケットスーパーマーケットスーパーマーケット事業等事業等事業等事業等））））        

・国内のスーパーマーケットは、62店舗を出店、32 店舗を閉店し、総店舗数 1,165 店舗となりま

した。 

・スーパーマーケット事業各社は、「トップバリュ」の拡販や需要集約などにより、価格競争力の

強化・利益の改善を進めました。また、各社独自の地産地消への取り組みや地域特性に応じた

品揃えにより、より一層ローカリゼーションを進めました。 

・マックスバリュ東海株式会社、マックスバリュ西日本株式会社、マックスバリュ九州株式会社

では増収増益となりましたが、マックスバリュ東北株式会社、マックスバリュ中部株式会社の

減益などにより、国内のスーパーマーケット事業各社合計では、営業収益 6,945 億 10 百万円（前

期比 106.5%）、営業利益 172 億 14 百万円（前期比 99.5％）と増収減益となりました。 

・ミニストップ株式会社は、オリジナル商品の積極的な開発・拡販を行い既存店売上高伸び率が

100.8%と前期を上回るなど、国内事業が好調に推移しました。また、海外でも、約 1,000 店舗

を展開する韓国ミニストップ株式会社が順調に推移し、増収増益となりました。 

 

（（（（アジアアジアアジアアジア・・・・中国中国中国中国におけるにおけるにおけるにおける総合小売業総合小売業総合小売業総合小売業））））            

・アジア・中国の各社合計では、総合スーパーとスーパーマーケットを 10店舗出店、２店舗を閉

店し、総店舗数は 68 店舗となり、営業収益 2,058 億 43 百万円（前期比 117.5%）、営業利益   

106 億６百万円（前期比 128.4％）と大幅な増収増益となりました。 

・中国においては、総合スーパー１店舗、スーパーマーケット２店舗を出店し、営業収益は   

956 億 96 百万円（前期比 114.2%）、営業利益 56 億 7 百万円（前期比 146.4%）と大きく利益を

伸ばしています。 

・マレーシアにおいては、イオンマレーシア（AEON Co. (M) Bhd.）が、総合スーパーを２店舗、

スーパーマーケットを３店舗出店するとともに、既存店の改装、ショッピングセンターのテナ
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ントの充実に継続的に取り組み、増収増益となりました。同社がマレーシアで展開するスーパ

ーマーケットは、一層のブランド価値向上を目指し、日本でイオンが展開するスーパーマーケ

ットの屋号である「マックスバリュ」に変更しました。 

 

【【【【専門店事業専門店事業専門店事業専門店事業】】】】        

・海外専門店の、米国のタルボット（The Talbots, Inc.）は、ジェイ・ジル・グループ      

（The J. Jill Group, Inc.）の統合により、増収となりました。しかしながら、米国の天候不

順や全般的な消費の低迷などが影響し、カジュアル衣料を中心に販売が伸び悩み、既存店売上

高伸び率が 94.5％となり、大幅な減益となりました。同社は、新たなＣＥＯのもと、2008 年９

月までにキッズ、メンズ部門から撤退し、コアビジネスであるレディス部門のブランドと商品

の活性化に集中することで、業績の回復を図ります。 

・国内専門店では、「ザ・ボディショップ」を展開する株式会社イオンフォレストが販売力の向上、

ブランド認知度の向上などに注力し、増収増益となりました。 

・一方、衣料品専門店の株式会社ブルーグラスが天候の影響やファッショントレンドの変化によ

る主力商品の不振が続いたことにより、既存店売上高伸び率が 89.3％と低迷しました。 

 

【【【【ディベロッパーディベロッパーディベロッパーディベロッパー事業事業事業事業】】】】    

・2007 年８月 21 日に株式会社ダイヤモンドシティと合併したイオンモール株式会社は、立地開

発力、テナントリーシング力などの、これまで両社が培ったノウハウを活かし、両社併せて３

ヶ所のモール型ショッピングセンターを開設しました。当期末のショッピングセンターは 46

ヶ所となりました。さらに、既存ショッピングセンターのリニューアルなどの収益力強化にも

取り組み、既存ショッピングセンターの専門店売上高が前期比 102.3%となり増収増益となりま

した。 

・持分法適用関連会社ではロック開発株式会社が５ヶ所(当期末 38 ヶ所)のショッピングセンタ

ーを開設しました。 

 

【【【【サービスサービスサービスサービス等等等等事業事業事業事業】】】】        

・イオンディライト株式会社は、グループ外の商業施設の業務受託や、金融ファシリティーサー

ビス（現金輸送業務・管財業務）の拡大、機構改革による販管部門の効率化などにより、増収

増益となりました。 

・チェルト株式会社は、間接材購入代行などのビジネスサプライ事業では、新規顧客の開拓を進

め、ベンディングサービスを中心とするリフレッシュメント事業では、立地特性に合わせた品

揃えの強化や自動販売機の設置場所改善を進め、販売力向上と効率の改善を図り、増収増益と

なりました。 

・株式会社イオンファンタジーは、前期の業績を牽引したカードゲームのピークアウトや人気ゲ

ーム機の稼働停止による既存店売上高伸び率の低迷が底を打ち、下期より回復基調に戻りまし

たが、上期の減益をカバーすることができず、増収減益となりました。 

・イオンクレジットサービス株式会社は、国内事業においては、電子マネー一体型カードの新規

発行などによる新規会員の獲得が進み、カードショッピング取扱高が順調に拡大しました。し

かしながら、改正貸金業法施行による上限金利引き下げの影響もあり、営業収益は微減となり

ました。営業利益については、新規事業開始などによる経費が増加したこともあり減益となり

ました。海外事業においては、事業開始 20 周年を迎えた香港をはじめ、タイ、マレーシアなど

で好調に推移したものの、イオンクレジットサービス株式会社連結では、増収減益となりまし

た。なお、2007年 12月にはマレーシアの現地法人イオンクレジットサービス（マレーシア）（AEON 

CREDIT SERVICE (M) BERHAD）がマレーシア証券取引所メインボードへ上場しました。 
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・2007 年 10 月には、株式会社イオン銀行が営業を開始し、電子マネー一体型キャッシュカード

の導入やショッピングセンターへのインストアブランチ設置など、商業と金融が融合したリテ

ールフルバンクとして、お客さま視点のサービスを展開しています。また、イオンクレジット

サービス株式会社が銀行代理業の許可を取得し、株式会社イオン銀行の普通預金口座開設の代

理業務を開始するとともに、審査ノウハウを活用したカードローンの信用保証業務を提供して

います。なお、株式会社イオン銀行は、第三者割当増資を実施し、2007 年 10 月 19 日より当社

の連結子会社から持分法適用関連会社となりました。 

 

③③③③次期次期次期次期のののの見通見通見通見通しししし 

・前々期より業績予想の開示内容を見直し、経営指標について天候や景気動向などの変動要因を

勘案しながら、レンジで表記しています。また、業績予想に係る考え方や前提条件を提示し、     

月次・四半期での実績開示を充実させ、更に業績予想についてお知らせすべきことが発生した

場合は早期に開示を行うなど、情報開示の改善を図っております。 

・当社は、連結決算中心のグループ経営を行っており、個別業績予想を非開示としております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※決算期（事業年度の末日）の変更について 
決算期（事業年度の末日）の変更を行うことについて、2008 年５月 15 日開催予定の定時株主総会に付

議することを 2008 年４月７日に決議しております。上記の 2009 年２月期業績予想については、決算期

（事業年度の末日）変更の経過期間にあたるため、予想期間は 2008 年２月 21日から 2009 年２月 28日

までの１年と８日間となっています。 

なお、2008 年８月 21 日に、当社の小売事業部門などを承継する予定の事業会社（イオンリテール株式

会社）は、事業年度の末日を従来通り２月 20 日とするため、決算期（事業年度の末日）の変更による

連結業績への影響は軽微です。 

【【【【組織改革組織改革組織改革組織改革】】】】    

・イオン株式会社は、2008 年５月 15 日開催予定の当社定時株主総会における承認、および必要

に応じ所管官公庁の許認可が得られることを条件に、2008 年８月 21 日に純粋持株会社へ移行

いたします。これは、「グループの新たな成長モデルの構築」「事業構造の再構築」「『集中と分

権』の更なる強化」を確実に実現し、グループ全体の企業価値向上を目的とするものです。純

粋持株会社はグローバルな視点を持ってグループ全体の戦略を立案し、また、財務・法務・人

事などの専門機能といった各事業会社をサポートするグループ本社機能を担い、各事業会社は

ローカリゼーションや専門化を徹底していくことで個社の事業価値の最大化を図ってまいりま

す。 

    

    

    

連 結 業 績連 結 業 績連 結 業 績連 結 業 績 予 想予 想予 想予 想
2002002002009999年年年年2222月期月期月期月期    
((((次期見通次期見通次期見通次期見通しししし))))    

2002002002008888年年年年2222月期月期月期月期    
((((当期当期当期当期実績実績実績実績))))    

営 業 収 益営 業 収 益営 業 収 益営 業 収 益 ((((百万円百万円百万円百万円))))    5,400,0005,400,0005,400,0005,400,000超超超超    5,167,3665,167,3665,167,3665,167,366    

営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益 ((((百万円百万円百万円百万円))))    165,000165,000165,000165,000～～～～175,000175,000175,000175,000    156,040156,040156,040156,040    

経 常経 常経 常経 常 利 益利 益利 益利 益 ((((百万円百万円百万円百万円))))    165,000165,000165,000165,000～～～～175,000175,000175,000175,000    166,326166,326166,326166,326    

当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益 ((((百百百百万円万円万円万円))))    11,00011,00011,00011,000～～～～15,00015,00015,00015,000    43,93243,93243,93243,932    

１１１１ 株 当株 当株 当株 当 たたたた りりりり 当 期 純当 期 純当 期 純当 期 純 利 益利 益利 益利 益 ((((円円円円))))    14141414～～～～19191919    55.7555.7555.7555.75    
Ｒ Ｏ Ｅ （Ｒ Ｏ Ｅ （Ｒ Ｏ Ｅ （Ｒ Ｏ Ｅ （ 自 己 資 本 当 期 純 利 益 率自 己 資 本 当 期 純 利 益 率自 己 資 本 当 期 純 利 益 率自 己 資 本 当 期 純 利 益 率 ）））） （％）（％）（％）（％）    1.31.31.31.3～～～～1.71.71.71.7    4.94.94.94.9    

開 店 店 舗 数開 店 店 舗 数開 店 店 舗 数開 店 店 舗 数 （（（（ 単 体 含単 体 含単 体 含単 体 含 むむむむ 店 舗 数店 舗 数店 舗 数店 舗 数 ））））
2002002002009999年年年年2222月期月期月期月期    
（（（（次期見通次期見通次期見通次期見通しししし））））    

2002002002008888年年年年2222月期月期月期月期    
（（（（当期当期当期当期実績実績実績実績））））    

総 合総 合総 合総 合 ス ー パ ース ー パ ース ー パ ース ー パ ー （ Ｇ Ｍ Ｓ ）（ Ｇ Ｍ Ｓ ）（ Ｇ Ｍ Ｓ ）（ Ｇ Ｍ Ｓ ）    ((((店店店店))))    11119999    15151515    

ス ー パ ー マ ー ケ ッ トス ー パ ー マ ー ケ ッ トス ー パ ー マ ー ケ ッ トス ー パ ー マ ー ケ ッ ト （ Ｓ Ｍ ）（ Ｓ Ｍ ）（ Ｓ Ｍ ）（ Ｓ Ｍ ）    ((((店店店店))))    63636363    69696969    

ス ー パ ー セ ン タ ース ー パ ー セ ン タ ース ー パ ー セ ン タ ース ー パ ー セ ン タ ー （ Ｓ ｕ Ｃ ）（ Ｓ ｕ Ｃ ）（ Ｓ ｕ Ｃ ）（ Ｓ ｕ Ｃ ）    ((((店店店店))))        5555    5555    

合合合合                    計計計計（（（（上記業態以外上記業態以外上記業態以外上記業態以外もももも含含含含むむむむ））））    ((((店店店店) ) ) )     111107070707    112112112112    
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【【【【スケールメリットスケールメリットスケールメリットスケールメリットのののの追求追求追求追求】】】】    

・イオンは国内外のショッピングセンター戦略による成長を推進していくと同時に、既存店の強

化を行い、グループ経営資源の有効活用による収益力の向上をめざしてまいります。 

・2007 年８月 21 日より本格稼動した三機能会社の取り組みをより一層強化してまいります。  

持分法適用関連会社の株式会社ダイエー、株式会社マルエツを含めるとグループで６兆円に達

する売上規模を活かしたプライベートブランド商品の開発やグループ各社の需要を集約した商

品調達、より効率的なサプライチェーンの構築を推進することで、コストの低減に努め、収益

力を高めてまいります。各事業会社は、地域産品の開拓やローカルブランドの商品調達に専念

することにより、営業力を強化する体制へと進化させてまいります。 

【【【【総合小売総合小売総合小売総合小売事業事業事業事業】】】】    

・国内では、総合スーパーを 11 店舗開店、スーパーマーケットについては、マックスバリュ各社

による積極的な出店により、62 店舗を開店する予定です。 

・イオン株式会社単体ではＧＭＳの再生に向け収益構造改革に取り組んでまいります。年間計画

については、既存店売上高伸び率 100.0％、直営荒利益率 0.2％前期比改善、既存店販管費伸び

率 98.5％を見込んでおります。 

・中国では、2008 年夏に北京に開設するショッピングセンターをはじめ、総合スーパー６店舗、

スーパーマーケット１店舗の開店を予定しております。アジア・中国での出店はその他の業態

を含め、合計 11 店舗となる予定です。 

【【【【専門店事業専門店事業専門店事業専門店事業】】】】    

・米国のタルボット（The Talbots,Inc.）は、新しいＣＥＯのもと、新たな中期計画を策定し、

コスト削減や不採算事業からの撤退、タルボット、J.Jill ブランドの再生などの改革に取り組

んでまいります。コアビジネスであるレディス部門に集中することで、業績の回復を図ってま

いります。 

【【【【ディベロッパーディベロッパーディベロッパーディベロッパー事業事業事業事業】】】】    

・イオンモール株式会社とロック開発株式会社の 2 社が、新規のショッピングセンター8 ヶ所の

開設を予定しております。イオンモール株式会社は、新規開設とともに、既存ショッピングセ

ンター６ヶ所の増床・リニューアルを行い、ショッピングセンターの競争力強化を進めてまい

ります。 

【【【【サービスサービスサービスサービス事業事業事業事業】】】】    

・中国に現地法人を設立したイオンディライト株式会社や株式会社イオンファンタジーをはじめ

海外での成長戦略を推進し、さらなる飛躍を果たしてまいります。 

【【【【金融事業金融事業金融事業金融事業】】】】    

・イオンクレジットサービス株式会社が、電子マネー・ギフトカード事業に加え、銀行代理業、

信用保証事業などの新規事業を強化してまいります。また、流通系カード会社として、お客さ

まに身近であるという優位性を活かしたＣＲＭに取り組んでまいります。さらに、海外事業に

おいては、クレジット事業に加え、保険代理店事業、サービサー事業などクレジット周辺事業

の展開を強化していきます。新たにベトナムでのクレジット事業展開などにも取り組んでまい

ります。 

・株式会社イオン銀行は、小売事業と連動した金融サービス商品の訴求や、イオンの電子マネー 

「ＷＡＯＮ」ポイントを利用した特典の提供など、グループのインフラを活用し、イオンの店

舗やショッピングセンターでの集客を活かした顧客基盤を確立してまいります。インストアブ

ランチについては、新たに 70店舗の開設を計画しています。 
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（（（（２２２２））））財政状態財政状態財政状態財政状態にににに関関関関するするするする分析分析分析分析    

＜＜＜＜連結資産連結資産連結資産連結資産・・・・負債負債負債負債・・・・キャッシュキャッシュキャッシュキャッシュフローフローフローフローのののの状況状況状況状況＞＞＞＞    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※前期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」を適用しており、当期及び前期の純
資産には少数株主持分等が含まれています。 

 

    

（（（（当連結会計期間末当連結会計期間末当連結会計期間末当連結会計期間末のののの資産資産資産資産・・・・負債負債負債負債のののの状況状況状況状況）））） 

〈〈〈〈資産資産資産資産のののの状況状況状況状況〉〉〉〉        

・連結総資産は、前期末より 570 億 60 百万円増加し、３兆 5,914 億６百万円となりました。 

・流動資産は、前期末より 1,521 億 76 百万円減少しました。受取手形及び売掛金が金融子会

社の業容拡大に伴い 341 億 29 百万円増加しましたが、投資活動による支出や自己株式の取

得等により現金及び預金が 2,231 億 1 百万円減少したことなどによるものです。 

・固定資産は、前期末より 2,096 億 35 百万円増加しました。有形固定資産が、店舗の新規開

設に伴う取得、イオン北海道株式会社の新規連結などにより 1,153 億 97 百万円増加したこ

とや、株式会社ダイエーや株式会社マルエツの株式取得などにより投資有価証券が 792 億 78

百万円増加したことが主な要因です。 

〈〈〈〈負債負債負債負債のののの状況状況状況状況〉〉〉〉    

・連結負債は、前期末より 903 億 67 百万円増加し、２兆 4,239 億 29 百万円となりました。 

・主に、金融子会社の業容拡大やイオン北海道株式会社の新規連結により支払手形及び買掛金

が 524 億 20 百万円増加したことや、新規店舗開設に伴い設備支払手形が 376 億 87 百万円増

加したことなどによるものです。なお、有利子負債は前期末より３億 22 百万円減少し、   

１兆 412 億 66 百万円となりました。 

    

（（（（当連結会計期間当連結会計期間当連結会計期間当連結会計期間ののののキャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・・・・フローフローフローフローのののの状況状況状況状況））））    

〈〈〈〈現金及現金及現金及現金及びびびび現金同等物現金同等物現金同等物現金同等物のののの残高状況残高状況残高状況残高状況〉〉〉〉    

・現金及び現金同等物の期末残高は、前期末より 2,231 億６百万円減少し、1,597 億 44 百万円

となりました。 

〈〈〈〈営業活動営業活動営業活動営業活動によるによるによるによるキャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・・・・フローフローフローフローのののの状況状況状況状況〉〉〉〉    

・減価償却費等の非資金性費用を除いた税金等調整前当期純利益、法人税等の支払い等の結果、

2,019 億 78 百万円の収入となりました。前期に比べて、金融子会社の営業債権の増加が減少

したこと等により、603 億 34 百万円増加しました。 

〈〈〈〈投資活動投資活動投資活動投資活動によるによるによるによるキャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・・・・フローフローフローフローのののの状況状況状況状況〉〉〉〉    

・有形固定資産の取得や投資有価証券の取得による支出等により、2,954 億 71 百万円の支出と

区区区区            分分分分    
2008200820082008年年年年2222月期月期月期月期
（（（（当期当期当期当期））））    

2007200720072007年年年年2222月期月期月期月期    
    
2006200620062006年年年年2222月期月期月期月期    

    

    
2005200520052005年年年年2222月期月期月期月期    

    

総 資 産総 資 産総 資 産総 資 産((((百万円百万円百万円百万円))))    3,591,4063,591,4063,591,4063,591,406    3,534,3463,534,3463,534,3463,534,346    2,928,6822,928,6822,928,6822,928,682    2,752,0882,752,0882,752,0882,752,088    

純 資 産純 資 産純 資 産純 資 産 ((((百万円百万円百万円百万円))))    1,167,4771,167,4771,167,4771,167,477    1,200,7831,200,7831,200,7831,200,783    676,151676,151676,151676,151    632,022632,022632,022632,022    

有 利 子 負 債有 利 子 負 債有 利 子 負 債有 利 子 負 債
（（（（ 金 融 子 会 社 有 利 子 負 債金 融 子 会 社 有 利 子 負 債金 融 子 会 社 有 利 子 負 債金 融 子 会 社 有 利 子 負 債 ））））
（（（（金融子会社除金融子会社除金融子会社除金融子会社除くくくく有利子負債有利子負債有利子負債有利子負債））））

((((百万円百万円百万円百万円))))    
((((百万円百万円百万円百万円))))    
((((百万円百万円百万円百万円))))    

1,041,2661,041,2661,041,2661,041,266    
（（（（558,468558,468558,468558,468））））    
（（（（482,798482,798482,798482,798））））    

1,041,5891,041,5891,041,5891,041,589    
（（（（547,325547,325547,325547,325））））    
（（（（494,264494,264494,264494,264））））    

    
857,840857,840857,840857,840    

（（（（444,095444,095444,095444,095））））    
（（（（413,744413,744413,744413,744））））    
    

    
738,833738,833738,833738,833    

（（（（358,632358,632358,632358,632））））    
（（（（380,200380,200380,200380,200））））    

    

現金現金現金現金及及及及びびびび現金同等物現金同等物現金同等物現金同等物のののの期末残高期末残高期末残高期末残高((((百万円百万円百万円百万円))))    159,744159,744159,744159,744    382,851382,851382,851382,851    285,387285,387285,387285,387    274,366274,366274,366274,366    

営業活動営業活動営業活動営業活動によるによるによるによるキャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・・・・フローフローフローフロー((((百万円百万円百万円百万円))))    201,978201,978201,978201,978    141,644141,644141,644141,644    137,054137,054137,054137,054    69,08969,08969,08969,089    

投資活動投資活動投資活動投資活動によるによるによるによるキャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・・・・フローフローフローフロー((((百万円百万円百万円百万円))))    △△△△295,471295,471295,471295,471    △△△△364,248364,248364,248364,248    △△△△166,793166,793166,793166,793    △△△△125,190125,190125,190125,190    

財務活動財務活動財務活動財務活動によによによによるるるるキャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・・・・フローフローフローフロー((((百万円百万円百万円百万円))))    △△△△139,007139,007139,007139,007    314,348314,348314,348314,348    35,78535,78535,78535,785    49,78749,78749,78749,787    
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なりました。前期に比べて、投資有価証券の取得による支出は増加しましたが、連結範囲の

変更を伴う子会社株式の取得に伴う支出が減少したため、支出額は 687 億 76 百万円減少しま

した。 

〈〈〈〈財務活動財務活動財務活動財務活動によるによるによるによるキャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・・・・フローフローフローフローのののの状況状況状況状況〉〉〉〉    

・長期借入金の返済、社債の償還、自己株式の取得等により 1,390 億７百万円の支出となりま

した。前期に比べて、長期借入による収入や株式の発行による収入がそれぞれ減少したこと

等により、前期は 3,143 億 48 百万円の収入でしたが当期は支出に転じました。 

    

（（（（３３３３））））利益配分利益配分利益配分利益配分にににに関関関関するするするする基本方針基本方針基本方針基本方針及及及及びびびび当期当期当期当期・・・・次期次期次期次期のののの配当配当配当配当         

①①①①中長期的中長期的中長期的中長期的なななな基本方針基本方針基本方針基本方針 

イオン株式会社は、中長期的な成長による企業価値向上と利益還元のバランスの最適化を

重要施策として位置づけ、経営パートナーである株主の皆さまに、利益配分をさせていただ

きます。 

〈〈〈〈配当配当配当配当金金金金についてについてについてについて〉〉〉〉    

株主の皆さまからお預かりした資本に対していかに報いるかという視点に立ち、連結業績

を勘案した配当政策を進めてまいります。 

具体的には、１株当たり年間配当金 15 円を下限にしつつ、連結配当性向 15％以上を目標

として定め、利益成長とともに更なる利益還元に努めてまいります。 

〈〈〈〈内部留保資金内部留保資金内部留保資金内部留保資金のののの主主主主なななな使途使途使途使途についてについてについてについて〉〉〉〉    

内部留保資金については、将来の事業発展に必要不可欠な成長投資として活用し、中長期

的な成長による企業価値向上を通じて、株主の皆さまの期待にお応えしてまいります。 

②②②②2008200820082008 年年年年２２２２月期月期月期月期のののの利益配分及利益配分及利益配分及利益配分及びびびび株主株主株主株主配当金配当金配当金配当金のののの支払支払支払支払いいいい開始開始開始開始日日日日    

イオン株式会社では、2008年２月期の１株当り年間配当金を17円とさせていただきます。 

尚、株主配当金の支払開始日は、2008 年４月 22日（火曜日）からとさせていただきます。 

③③③③2002002002009999 年年年年２２２２月期月期月期月期のののの利益配分利益配分利益配分利益配分（（（（予定予定予定予定））））    

イオン株式会社では、中間配当は行っておりませんが、１株当たり年間配当金および内部

留保資金の主な使途を、上記の中長期的な基本方針に基づき予定しております。 
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２２２２．．．．企業集団企業集団企業集団企業集団のののの状況状況状況状況    
    

  当企業集団は、当社及び 140 社の連結子会社、28社の持分法適用関連会社により構成され、ゼネラル・マーチャンダイズ・ス

トア(ＧＭＳ)を核とした総合小売事業を主力事業としております。そのほか、専門店事業、ディベロッパー事業、サービス等事

業の拡充に努め、企業集団の多角化を図っております。 

  当社及び関係会社の事業にかかる位置づけ並びに事業の種類別セグメントとの関連は以下のとおりです。 

 総合小売事業･･･････････････ セルフサービスによる販売方法を中心としたゼネラル・マーチャンダイズ・ストア(ＧＭＳ)、

スーパーマーケットの他、コンビニエンスストア及び百貨店等の小売業を営んでおります。 

 専門店事業･････････････････ 婦人服、ファミリーカジュアルファッション、ヘルス＆ビューティー及び靴等を販売する専門

店を営んでおります。 

 ディベロッパー事業･････････ 商業施設の開発や賃貸運営に携わっております。 

 サービス等事業･････････････ 金融、アミューズメント、外食、店舗メンテナンス、卸売業等、さまざまなサービス等事業を

営んでおります。 

なお、事業区分は事業の種類別セグメントと同一です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
※国内外の証券市場に公開している連結子会社は以下の通りです。 

東 証 市 場 第 一 部 ： ミニストップ㈱、イオンクレジットサービス㈱、イオンモール㈱、イオンディライト㈱ 

㈱イオンファンタジー、イオン北海道㈱ 
東 証 市 場 第 二 部 ： マックスバリュ東北㈱、マックスバリュ東海㈱、㈱ツヴァイ 

大 証 市 場 第 二 部 ： マックスバリュ西日本㈱ 

名 証 市 場 第 二 部 ： マックスバリュ中部㈱ 

ジャスダック証券取引所 ： イオン九州㈱、マックスバリュ北海道㈱、㈱コックス、㈱ブルーグラス、チェルト㈱、㈱サンデー 

ニューヨーク証券取引所 ： THE TALBOTS,INC. 

マレーシア証券取引所 ： AEON CO.(M)BHD.、AEON CREDIT SERVICE (M) BERHAD 

香 港 証 券 取 引 所 ： AEON STORES (HONG KONG)CO.,LTD.、AEON CREDIT SERVICE(ASIA)CO.,LTD. 

タ イ 証 券 取 引 所 ： AEON THANA SINSAP(THAILAND)PLC．  

（ＧＭＳ） 
連結子会社 
※イオン九州㈱ 
  琉球ジャスコ㈱ 
※AEON STORES (HONG KONG)CO.,LTD. 
※AEON CO.(M)BHD. 
 ㈱マイカル 
 イオンマルシェ㈱ 
※イオン北海道㈱ 

       他６社 
持分法適用関連会社 
 ㈱ダイエー 

（スーパーマーケット） 
連結子会社 
※マックスバリュ北海道㈱ 
※ マックスバリュ東北㈱ 
※ マックスバリュ東海㈱ 
※ マックスバリュ中部㈱ 
※ マックスバリュ西日本㈱ 
 マックスバリュ九州㈱   他４社 
持分法適用関連会社 
 ㈱カスミ 
 ㈱マルエツ 
 ㈱ベルク 

 
（ＧＭＳ） 

 
イオン㈱ 

 

（連結財務諸表提出会社） 

（その他） 
連結子会社 

  イオンスーパーセンター㈱ 

 (スーパーセンター) 
※㈱サンデー（ホームセンター） 

他２社 

（コンビニエンスストア） 
連結子会社 
※ミニストップ㈱     
                   他２社 

 
商品の供給 
役務の提供 商品の供給 

商品の供給 商品の供給 

≪ 総 合 小 売 事 業 ≫ 

≪専門店事業≫ 
連結子会社 
※㈱コックス 
※THE TALBOTS,INC. 
※㈱ブルーグラス 
㈱ニューステップ 
㈱イオンフォレスト 
オリジン東秀㈱         他 25社 
 
持分法適用関連会社 
クレアーズ日本㈱ 
㈱メディカル一光 
ウエルシア関東㈱ 
寺島薬局㈱ 
㈱タカキュー 
㈱やまや 
㈱ツルヤ靴店              他３社 

≪ディベロッパー事業≫ 
連結財務諸表提出会社 
イオン㈱ 
 

連結子会社 
※イオンモール㈱ 

     他 17 社 
 

持分法適用関連会社 
  ロック開発㈱          他４社 

≪サービス等事業≫ 
連結子会社 
※イオンクレジットサービス㈱ 
※AEON CREDIT SERVICE(ASIA)CO.,LTD. 
※AEON THANA SINSAP(THAILAND)PLC. 
※AEON CREDIT SERVICE (M) BERHAD 

(金融サービス業) 
※㈱イオンファンタジー 

(アミューズメント事業) 
㈱イオンイーハート(レストラン業) 

※イオンディライト㈱ 
(メンテナンス業) 

アイク㈱(輸出入及び卸売業) 
※チェルト㈱ 
(ビジネス・サプライ、ベンディング事業) 
※㈱ツヴァイ(結婚情報サービス業) 

   他 51 社 
持分法適用関連会社 
 ㈱イオン銀行              他８社 

 店舗内出店 店舗等の開発・賃貸 

クレジット業務委託 
各種サービスの提供 
店舗内出店 
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３３３３．．．．経経経経        営営営営        方方方方        針針針針        

（（（（１１１１））））会社会社会社会社のののの経営経営経営経営のののの基本方針基本方針基本方針基本方針        

イオンは、「お客さまを原点に平和を追求し、人間を尊重し、地域社会に貢献する」という 

不変の理念のもと、「すべてはお客さまのために」という視点から、外部環境やお客さまニーズ

の変化に迅速かつ的確に対応し、絶えず革新し続けることで「お客さま第一の顧客満足業」へ

の進化を果たしてまいります。 

イオンは、「グローカル」な企業を目指しています。「グローカル」とは、グローバルレベル

で通用する経営品質と地域（ローカル）に密着した経営の双方を高いレベルで真に実現しよう

とするものです。 

イオンはＣＳＲ（企業の社会的責任）の視点から、イオンが共有すべき日常行動の基本的な

考え方、判断基準をまとめた「イオン行動規範」を策定し、定着・浸透を図っています。 

この行動規範に則り、お客さまをはじめ、株主や取引先の皆さま、地域社会、従業員と良好

な関係を築き、お客さまにご満足いただける商品やサービスを提供し続けることで、長期的な

繁栄と成長を遂げてまいります。 

    

（（（（２２２２））））中期的中期的中期的中期的なななな会社会社会社会社のののの経営戦略経営戦略経営戦略経営戦略    

当社は、2008 年５月 15 日開催予定の定時株主総会による承認を得られることを条件に、2008

年８月 21日付で、小売などの事業部門を、会社分割（吸収分割）方式にて当社の 100％子会社

であるイオンリテール株式会社が承継することにより、純粋持株会社へ移行します。当社は、

純粋持株会社への移行後も上場を継続します。 

 

＜＜＜＜純粋持株会社純粋持株会社純粋持株会社純粋持株会社へのへのへのへの移行移行移行移行のののの目的目的目的目的＞＞＞＞    

当社は、これまでグループ各社の自律性を尊重する開かれたグループ経営により、多数の子

会社が成長を遂げるとともに、理念を共にする国内外の優良企業と資本・業務提携を図り、成

長を果たしてきました。 

  今日、グループの姿は大きく変化を遂げ、連結営業収益は５兆円を超え、関係会社（連結子

会社・持分法適用会社）は 168社となるなど、グループ規模の拡大と業容の多様化が進んでい

ます。また、銀行をはじめとする総合金融事業や、中国を中心とする海外事業の展開など、新

たな成長領域への挑戦が既に始まっています。 

今後一層の成長を図り、グループ全体の企業価値の向上を目指すためには、グループマネジ

メント体制の改革が急務であると認識しています。 

  

上述に対処するため、①グループの新たな成長モデルの構築、②事業構造の再構築、③「集中

と分権」の更なる強化を確実に実現し、企業価値の向上を図ることを目的として、純粋持株会

社体制へ移行いたします。 

    

①①①①グループグループグループグループのののの新新新新たなたなたなたな成長成長成長成長モデルモデルモデルモデルのののの構築構築構築構築    

 将来の成長戦略が、国内小売事業をはじめとする現主力事業に偏重することなく、中立性

を担保できるよう「持株会社（戦略）」と「事業会社（事業）」に明確に分離する純粋持株会

社体制に移行し、各々がその職務に専念する体制とします。 

持株会社は、経営資源の最適配分と、事業の選択と集中を実現するため、イノベーション

の創出や改革のスピードアップをはじめ、戦略立案機能の強化を図ります。 

また事業会社は、経営理念である「お客さま第一」やお客さま満足の実現に専念し、専門

性・地域密着性の飛躍的向上など、事業強化への俊敏な対応を可能とする機動力の強化を実
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現してまいります。 

②②②②事業構造事業構造事業構造事業構造のののの再構築再構築再構築再構築    

 現時点におけるグループの最重要課題である、総合スーパー（総合小売事業）改革、グル

ープ最大の事業会社であるイオン株式会社単体の収益力強化をはじめとする、事業構造の再

構築を確実に推進する必要があります。 

純粋持株会社体制への移行により、持株会社機能を本体の主力である総合スーパー事業か

ら名実ともに分離することで、グループ全体戦略の視点から、抜本的な改革の早期実現を  

図ってまいります。 

③③③③「「「「集中集中集中集中とととと分権分権分権分権」」」」のののの更更更更なるなるなるなる強化強化強化強化    

当社は、グループの理念や共通機能を共有・集約しつつ、各社の独自性を活かす、「集中と

分権」という独自のグループマネジメントを推進してまいりました。 

純粋持株会社体制への移行に伴い、事業の枠を越え、商品をはじめとするスケールメリッ

トの創出、各種共通機能の集中化・効率化などにより、高いレベルのグループシナジーを創

出してまいります。また、一方で、事業別マネジメント体制の強化を図り、権限と責任を明

確にした事業完結型のグループ経営を推進する、高度な「集中と分権」を目指します。 

権限委譲に伴う責任体制をより明確にする経営を確立することにより、意思決定のスピー

ドアップと、次代を担う経営トップ層の育成を図ってまいります。 

 

（（（（３３３３））））会社会社会社会社のののの対処対処対処対処すべきすべきすべきすべき課題課題課題課題    

 国内の消費環境は、少子高齢化社会の到来や、穀物や原油をはじめとする原材料価格の高騰

により、今後も厳しい状況が続くと認識しております。イオンは環境変化に対応し、次なる成

長を遂げるために、グループの経営資源を最適配分し、新たな成長領域の確立と経営基盤の強

化に努めてまいります。 

①①①①総合総合総合総合スーパースーパースーパースーパー事業事業事業事業のののの収益構造改革収益構造改革収益構造改革収益構造改革    

 当社は、積極的なショッピングセンターの出店を推進することで、グループとして大きな

成長を遂げてまいりました。今後は、これまでの出店によって獲得したスケールメリットか

ら高い収益を実現するために、不採算店舗のスクラップや業態転換の推進、商品構成・売場

面積の見直しなど、既存店の収益構造変革を図ってまいります。 

②②②②国際化国際化国際化国際化へのへのへのへの対応対応対応対応    

 国内の小売市場規模が縮小していくことへの対応として、今後は、成長著しいアジア市場

を重点地域と位置づけ、事業を展開してまいります。特に、中国では、北京周辺、山東省、

広東省を戦略エリアとして、モール型ショッピングセンターを中心に出店を加速してまいり

ます。また、マレーシア・タイを含め、今後３年間で現在の約３倍となる 190 店舗体制を目

指し、事業を拡大してまいります。 

③③③③グループマネジメントグループマネジメントグループマネジメントグループマネジメント改革改革改革改革    

 当社の連結営業収益は５兆円を超える規模となり、展開する事業についても多様性を増し

ております。将来の成長に向け、金融事業・海外事業をはじめとする新たな成長領域の展開

も開始するなど、今後さらに事業展開のスピードを加速していく必要があります。次代の成

長ステージへ円滑に移行し、企業価値を高めていくため、2008 年５月 15 日開催予定の定時

株主総会で承認を得られることを前提として、2008 年８月 21 日付で純粋持株会社体制に移

行し、グループマネジメントを抜本的に改革してまいります。 
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（（（（４４４４））））そのそのそのその他他他他、、、、会社会社会社会社のののの経営上重要経営上重要経営上重要経営上重要なななな事項事項事項事項    

①①①①「「「「コーポレートガバナンスコーポレートガバナンスコーポレートガバナンスコーポレートガバナンス改革改革改革改革」」」」にににに関関関関するするするする当期実施状況当期実施状況当期実施状況当期実施状況    

【【【【取締役会取締役会取締役会取締役会・・・・各委員会各委員会各委員会各委員会のののの当期実施実績当期実施実績当期実施実績当期実施実績】】】】                                                                                                （＊社外取締役） 

※ なお、2007 年 6 月 8 日に「コーポレートガバナンスに関する報告書」を開示しています。 

当該開示資料は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（東京証券取引所ホームページ：東証上場会社情報サービス） 

 http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

 

②②②②「「「「企業企業企業企業のののの社会的責任遂行社会的責任遂行社会的責任遂行社会的責任遂行」」」」にににに関関関関するするするする当期実施状況当期実施状況当期実施状況当期実施状況    

    ＜＜＜＜環境保全環境保全環境保全環境保全・・・・社会貢献活動社会貢献活動社会貢献活動社会貢献活動のののの当期実施状況当期実施状況当期実施状況当期実施状況＞＞＞＞ 

・イオンは、企業市民としての社会的責任を果たし、企業価値を継続的に高めるため、環境保全・

社会貢献活動に積極的に取り組んでおります。また、京都議定書の意義を尊重し、その目標達

成に貢献するため、地球温暖化防止（ＣＯ２削減等）にも取り組んでいます。2008 年３月 14 日

には、ＣＯ２排出総量を 2012 年度に 2006 年度対比 30％削減する目標を織り込んだ「イオン温

暖化防止宣言」を策定しました。（詳細は「③その他事項」をご参照ください。） 

・当社は、循環型社会の構築に向けた環境保全活動を展開し、次世代により良い地球環境を引き

継ぐことを目的に、2007 年４月 16 日に総合小売業として初めて環境省と「循環型社会の構築

に向けた取り組みに関する協定」を締結しました。 

・ジャスコ東山二条店から開始したレジ袋提供方法の見直しは、行政や市民団体、地域のお客さ

まのご理解のもと、グループ全体で当期末 21 都市 42 店舗まで拡がりました。多くのお客さま

にご協力いただき、この取り組みを実施している店舗での買物袋持参率は約８割となっており

ます。なお、レジ袋提供方法の見直しに伴うレジ袋販売による収益金の半分は、環境保全活動

資金として地方自治体や地域の市民団体に寄付し、残りの半分はイオンがＣＯ２排出権を購入

し、政府に無償譲渡させていただきます。 

・また、環境に配慮した技術や仕組みを体系的に取り入れた「イオンの“エコストア”」は当期開

設したイオン鹿児島ショッピングセンターでグループ合計４店舗となりました。 

 開催状況 構成 主な役割 

取締役会 7777 回回回回    

議長 野島英夫 ＊山﨑源三 

     岡田元也 ＊石坂匡身 

     森  美樹 ＊倉重英樹 

     川戸義晴  

①取締役及び執行役の職務執行の監督 

②会社法第 416 条に定められる取締役会 

で決定しなければならない事項及び 

執行役に委任することができない事項 

の決定 

監査委員会 13131313 回回回回    

議長 ＊山﨑源三 

     ＊石坂匡身 

     ＊倉重英樹 

①取締役及び執行役の職務執行の監査 

②株主総会に提出する会計監査人の 

選任・解任・再任しないことに関する 

議案内容の決定 

指名委員会 3333 回回回回    

議長 ＊倉重英樹    

     ＊山﨑源三 

       岡田元也 

株主総会に提出する取締役の選任及び 

解任に関する議案内容の決定 

報酬委員会 5555 回回回回    

議長 ＊石坂匡身 

     ＊山﨑源三 

       岡田元也 

取締役及び執行役が受ける個人別の 

報酬等の内容の決定 
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・イオンは地域貢献活動の一環としてグループの 888 ヶ所の店舗や事業所で、地方自治体と包括

的な防災協力協定を締結しております。2007 年７月 16 日に発生した「新潟県中越沖地震」に

際しても、同協定に基づき、グループの総力を挙げ、必要物資の緊急手配などの支援活動を行

いました。 

・イオンは、ショッピングセンターを地域コミュニティの拠点として幅広くご活用いただいてい

ます。浜松の伝統祭り「合同練り」や「新浜太鼓祭り」への会場提供や、グループ各社の従業

員がお客さまとともに「盛岡さんさ踊り」に参加するなど、各地での伝統行事を支援、協賛し

ています。また、フリーマーケット、確定申告などの会場としてもショッピングセンターをご

利用いただいています。 

・開発途上国の環境保全を目的とした事業や、植樹・植林などの、地域における環境保全事業の

実施および助成などを行う財団法人イオン環境財団は、日中国交正常化 35周年を記念して、新

たに５ヶ年計画を策定しました。累計植樹 100 万本を目標に中国万里の長城周辺での植樹を開

始しています。国内では秋田下浜海岸、北海道支笏湖など、国内外あわせて 13ヶ所で植樹活動

を行いました。これにより、1991 年より継続して実施している「イオン ふるさとの森づくり」

とあわせた植樹本数は、当期末累計で約 800 万本となりました。また、今期で 17 回目となる環

境 NGO への支援は、累計 2,003 団体に対し、17 億円の助成金額となっています。 

・グループ優良企業が税引き前利益の１％を拠出し「環境保全」「国際的文化・人材交流・人材育

成」「地域の文化・社会の振興」を柱とした活動を行うイオン１％クラブは、上智大学アンコー

ル遺跡国際調査団によってカンボジアのアンコール・ワット遺跡群で発掘された、世界的遺産

である石仏の研究保存を目的とする「シハヌーク・イオン博物館」の建設に協力し、同博物館

をカンボジア政府に寄贈しました。また、ユニセフとのパートナーシップのもと、「学びたい」

という思いがあっても教育環境が整っていないなどの理由から学べない子どもたちのために、

当期までの累計でカンボジアで 149 校、ネパールで 57 校、ラオスで 62 校の学校建設支援を行

っています。さらに当期で 18回目をむかえた、環境をテーマとし、次代を担う青少年の国際的

な相互理解、親交を深めることを目的とする「小さな大使」事業では、ベトナムから高校生 20

名を招聘し、日本からも高校生をベトナムに派遣しました。「小さな大使」事業では 1990 年よ

り、合計 12 カ国 430 名の高校生を招待し、青少年の国際交流を進めています。 

・イオンは、今後も環境保全・社会貢献活動を積極的に推進し、企業市民としての社会的責任を

果たしてまいります。 

 

【2007年度の主な募金活動】                       

募 金 名 お客さま募金額 イオン寄付額 募金総額 

北 陸 能 登 半 島 地 震 緊 急 募 金 （円） 9,010,667 11,000,000 20,010,667 

新 潟 県 中 越 沖 地 震 緊 急 募 金 （円） 39,812,440 40,187,560 80,000,000 

ラ オ ス 学 校 建 設 支 援 募 金 （円） 55,265,889 56,000,000 111,265,889 

「パンダ絶滅を阻止しよう！」キャンペーン  （円） 11,590,582 13,409,418 25,000,000 

（イオンからの寄付は、イオン１％クラブおよび財団法人イオン環境財団から拠出いたしました。） 
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③③③③そのそのそのその他事項他事項他事項他事項            

＜＜＜＜「「「「イオンイオンイオンイオン創業創業創業創業 250250250250 年年年年」」」」のののの取取取取りりりり組組組組みについてみについてみについてみについて＞＞＞＞ 

イオンは、2008 年に、イオンの前身のひとつである「岡田屋」の創業から数えて 250 年を迎

えることとなりました。お客さまをはじめ、イオンを支えていただいている皆さまへの感謝の

気持ちをこめて、この１年間、“環境”と“地域”をテーマに「イオン創業 250 年」の様々な取

り組みを実施してまいります。 

 

＜＜＜＜「「「「イオンイオンイオンイオン温暖化防止宣言温暖化防止宣言温暖化防止宣言温暖化防止宣言」」」」についてについてについてについて＞＞＞＞ 

2008 年３月 14 日、イオンは持続可能な社会を実現するために、地球温暖化をもたらす主た

る原因であるＣＯ２（二酸化炭素）の排出削減目標について、国内小売業で初めて、具体的数

値を定めた「イオン温暖化防止宣言」を策定しました。イオンは、企業成長と環境保全の両立

を図りながら 2012 年度にＣＯ２排出総量を 2006 年度対比で 30％削減（185 万 t-ＣＯ２の削減）

することを目標に掲げております。この目標を達成するため、イオンは“お客さま”、“店舗”、

“商品”の３つの視点から本業を通じてＣＯ２排出量を削減してまいります。 

“お客さま”の視点からは、1991 年より、のべ 80 万人のお客さまにご参加いただき、継続

して行ってまいりました植樹活動を、2012 年までに累計植樹本数 1,100 万本を目指して実施し

てまいります。“店舗”の視点からは、省エネに一層努めるとともに、「イオンの“エコストア”」

の開発を進め、既存の店舗についても環境負荷の少ない最先端技術を導入してまいります。“商

品”の視点からは、環境に配慮した包装素材への変更や、商品配送時のリターナブルコンテナ

の活用などをこれまで以上に進め、商品輸送手段についても、よりＣＯ２排出量の少ない鉄道

などに転換するモーダルシフトやハイブリッド車両への転換を推進してまいります。また、イ

オンの環境負荷低減技術をお取引先さまにも提供し、協働によるＣＯ２削減にも努めてまいり

ます。 

 

＜＜＜＜株式会社株式会社株式会社株式会社ＣＦＳＣＦＳＣＦＳＣＦＳコーポレーションコーポレーションコーポレーションコーポレーションとのとのとのとの業務業務業務業務・・・・資本提携資本提携資本提携資本提携についてについてについてについて＞＞＞＞    

2008 年３月 17 日に、株式会社ＣＦＳコーポレーションと新たな業務・資本提携を行うこと

を合意しました。当社は、株式会社ＣＦＳコーポレーションの経営改革を協働して進め、早急

に業績回復を図り、企業価値を最大限に引き上げるようグループ経営資源を有効に活用できる

体制を構築してまいります。また、中期的な資金需要を充たすため、最大 600 万株の第三者割

当増資に応じることとしました。また、同増資に先立ち、既存株主の皆さまの、希薄化による

不利益への配慮や株式市場に対する影響を鑑み、280 万株を上限として 2008 年４月４日から

2008 年５月８日までの期間で公開買付けを実施しております。 

 

＜＜＜＜株株株株式会社光洋式会社光洋式会社光洋式会社光洋をををを承継会社承継会社承継会社承継会社とするとするとするとする、、、、京阪神地区京阪神地区京阪神地区京阪神地区ののののイオンイオンイオンイオン株式会社直営株式会社直営株式会社直営株式会社直営スーパーマーケットスーパーマーケットスーパーマーケットスーパーマーケット事業事業事業事業のののの吸収吸収吸収吸収

分割分割分割分割（（（（簡易分割簡易分割簡易分割簡易分割））））についてについてについてについて＞＞＞＞    

 当社は、2008年４月４日に、京阪神地区で展開する食品スーパーマーケット15店舗の運営を、
2008 年６月 21 日を分割期日として、連結子会社である株式会社光洋に承継させる吸収分割契

約を締結いたしました。同契約は、近畿地区でのスーパーマーケット事業を担う中核会社を創

出するものです。両社の経営資源を活用することにより、立地に応じた多様な店舗展開や、  

ＩＴ・インフラを最大限に活用した、これまで以上に充実した商品やサービスの提供を行って

まいります。 
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イオン(株)(8267)2008 年２月期 決算短信 

 

連 結 貸 借 対 照連 結 貸 借 対 照連 結 貸 借 対 照連 結 貸 借 対 照 表表表表     
 

当連結会計年度 前連結会計年度 
 

(2008 年２月 20日現在) (2007 年２月 20日現在) 

区分 金額(百万円) 
構成比 

(％) 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 

    (資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

 １ 現金及び預金   175,274   398,375  

 ２ 受取手形及び売掛金   357,118   322,989  

 ３ 有価証券   7,282   4,478  

 ４ たな卸資産   346,682   322,182  

 ５ 繰延税金資産   37,432   35,773  

 ６ 営業貸付金   503,814   507,115  

 ７ その他   131,527   112,875  

   貸倒引当金   △49,201   △41,681  

  流動資産合計   1,509,930 42.1  1,662,107 47.0 

Ⅱ 固定資産        

 (1)有形固定資産        

 １ 建物及び構築物   786,075   719,892  

 ２ 器具備品   120,347   117,775  

 ３ 土地   316,649   282,069  

 ４ 建設仮勘定   33,172   22,431  

 ５ その他   2,459   1,138  

   有形固定資産合計   1,258,705 35.0  1,143,307 32.3 

 (2)無形固定資産        

 １ ソフトウェア   28,324   27,036  

 ２ のれん   82,651   ―  

 ３ 連結調整勘定   ―   64,286  

 ４ その他   28,073   48,951  

   無形固定資産合計   139,049 3.9  140,273 4.0 

 (3)投資その他の資産        

 １ 投資有価証券   210,633   131,355  

 ２ 繰延税金資産   52,006   45,583  

 ３ 差入保証金   355,156   341,785  

 ４ 店舗賃借仮勘定   4,433   3,948  

 ５ その他   79,015   83,761  

   貸倒引当金   △18,189   △18,840  

   投資その他の資産合計   683,056 19.0  587,593 16.6 

  固定資産合計   2,080,810 57.9  1,871,174 52.9 

Ⅲ 繰延資産        

 １ 株式交付費   665   1,063  

  繰延資産合計   665 0.0  1,063 0.1 

  資産合計   3,591,406 100.0  3,534,346 100.0 
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当連結会計年度 前連結会計年度 
 

(2008 年２月 20日現在) (2007 年２月 20日現在) 

区分 金額(百万円) 
構成比 

(％) 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 

    (負債の部)       

Ⅰ 流動負債       

 １ 支払手形及び買掛金  569,889   517,469  

 ２ 短期借入金  106,363   98,979  

 ３ 1 年以内返済予定の長期借入金  156,188   143,546  

 ４ 1 年以内償還予定の社債  25,410   30,000  

 ５ コマーシャル・ペーパー  3,000   6,000  

 ６ 未払法人税等  38,006   57,854  

 ７ 賞与引当金  17,216   14,701  

 ８ 閉店損失引当金  7,791   3,209  

 ９ ポイント制度引当金  5,272   3,776  

 10 1 年以内弁済予定の更生債権等  1,904   2,501  

 11 設備支払手形  102,251   64,563  

 12 1 年以内リース資産減損勘定  1,405   1,879  

 13 その他  299,059   287,651  

  流動負債合計  1,333,760 37.1  1,232,134 34.9 

Ⅱ 固定負債       

 １ 社債  202,186   198,509  

 ２ 長期借入金  548,118   564,553  

 ３ 繰延税金負債  6,983   17,046  

 ４ 退職給付引当金  46,830   46,691  

 ５ 役員退職慰労引当金  1,387   1,999  

 ６ 閉店損失引当金  9,869   8,794  

 ７ 偶発損失引当金  1,505   1,692  

 ８ 利息返還損失引当金  8,540   6,989  

 ９ 更生債権等  9,845   11,911  

 10 預り保証金  221,468   209,105  

 11 リース資産減損勘定  2,789   5,121  

 12 その他  30,644   29,012  

  固定負債合計  1,090,169 30.4  1,101,427 31.1 

  負債合計  2,423,929 67.5  2,333,562 66.0 

    (純資産の部)       

Ⅰ 株主資本       

 １ 資本金  199,054 5.5  198,791 5.6 

 ２ 資本剰余金  264,968 7.4  264,704 7.5 

 ３ 利益剰余金  453,399 12.6  419,438 11.9 

 ４ 自己株式  △61,515 △1.7  △848 △0.0 

  株主資本合計  855,906 23.8  882,086 25.0 

Ⅱ 評価・換算差額等       

 １ その他有価証券評価差額金  14,977 0.4  23,547 0.6 

 ２ 繰延ヘッジ損益  △916 △0.0  △135 △0.0 

 ３ 為替換算調整勘定  △220 △0.0  7,139 0.2 

  評価・換算差額等合計  13,839 0.4  30,551 0.8 

Ⅲ 新株予約権  427 0.0  305 0.0 

Ⅳ 少数株主持分  297,302 8.3  287,840 8.2 

  純資産合計  1,167,477 32.5  1,200,783 34.0 

  負債純資産合計  3,591,406 100.0  3,534,346 100.0 
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連 結 損 益 計 算 書連 結 損 益 計 算 書連 結 損 益 計 算 書連 結 損 益 計 算 書     

当連結会計年度 前連結会計年度 

自 2007 年２月 21日 自 2006 年２月 21日  

至 2008 年２月 20日 至 2007 年２月 20日 

区分 金額(百万円) 
百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％) 

Ⅰ 売上高  4,650,088 100.0  4,345,308 100.0 

Ⅱ 売上原価  3,313,381 71.3  3,086,681 71.0 

   売上総利益  1,336,707 28.7  1,258,626 29.0 

Ⅲ その他の営業収入  517,277 11.2  479,466 11.0 

   営業総利益  1,853,985 39.9  1,738,093 40.0 

Ⅳ 販売費及び一般管理費       

１ 広告宣伝費 115,820   101,365   

２ 貸倒引当金繰入額 44,784   41,791   

３ 従業員給料・賞与 584,557   535,967   

４ 賞与引当金繰入額 17,216   14,701   

５ 法定福利厚生費 86,603   78,273   

６ 水道光熱費 88,136   80,471   

７ 減価償却費 128,659   112,367   

８ 修繕維持費 114,706   85,179   

９ 地代家賃 243,737   245,377   

10 のれん償却額 8,346   ―   

11 その他 265,374 1,697,944 36.5 252,868 1,548,365 35.6 

   営業利益  156,040 3.4  189,728 4.4 

Ⅴ 営業外収益       

 １ 受取利息 4,110   3,796   

 ２ 受取配当金 1,351   1,201   

 ３ 負ののれん償却額 11,226   ―   

 ４ 連結調整勘定償却額 ―   3,865   

 ５ テナント退店違約金受入益 2,293   1,761   

 ６ 償却債権回収益 2,896   ―   

 ７ その他 6,608 28,486 0.6 8,913 19,539 0.4 

Ⅵ 営業外費用       

 １ 支払利息 12,774   10,801   

 ２ 持分法による投資損失 548   5,226   

 ３ その他 4,877 18,200 0.4 4,935 20,963 0.5 

   経常利益  166,326 3.6  188,303 4.3 

Ⅶ 特別利益       

 １ 固定資産売却益 4,979   2,552   

 ２ 投資有価証券売却益 8,647   7,955   

  ３ 持分変動利益 4,805   ―   

 ４ 貸倒引当金戻入益 3,751   822   

 ５ その他 18,874 41,058 0.9 5,733 17,064 0.4 

Ⅷ 特別損失       

 １  固定資産除却損 4,452   3,061   

 ２  減損損失 46,339   32,804   

 ３ 投資有価証券評価損 13,699   ―   

 ４ 貸倒引当金繰入額 356   1,301   

 ５ 利息返還損失引当金繰入額 ―   2,402   

 ６ 店舗閉店関係損 5,587   1,386   

 ７ 閉店損失引当金繰入額 3,051   1,846   

 ８  その他 9,323 82,810 1.8 8,798 51,602 1.2 

   税金等調整前当期純利益  124,575 2.7  153,765 3.5 

   法人税、住民税及び事業税 63,249   82,934   

   法人税等調整額 △6,638 56,611 1.3 △21,156 61,778 1.4 

   少数株主利益  24,031 0.5  34,331 0.8 

   当期純利益  43,932 0.9  57,656 1.3 
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書     
 

当連結会計年度（自 2007 年２月 21日 至 2008 年２月 20日）              

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

2007年２月20日残高(百万円) 198,791 264,704 419,438 △848 882,086 

連結会計年度中の変動額      

 剰余金の配当   △11,994  △11,994 

 当期純利益   43,932  43,932 

 新株の発行 263 263   526 

 自己株式の取得    △60,687 △60,687 

 自己株式の処分  0  20 21 

 在米子会社の米国会計基準適用 
 等に伴う利益剰余金の増加額 

  2,022  2,022 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) 

     

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

263 263 33,960 △60,667 △26,179 

2008年２月20日残高(百万円) 199,054 264,968 453,399 △61,515 855,906 

 

 

評価・換算差額等 

 その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

新株 

予約権 

少数株主

持分 
純資産合計 

2007年２月20日残高(百万円) 23,547 △135 7,139 30,551 305 287,840 1,200,783 

連結会計年度中の変動額        

 剰余金の配当       △11,994 

 当期純利益       43,932 

 新株の発行       526 

 自己株式の取得       △60,687 

 自己株式の処分       21 

 在米子会社の米国会計基準適用 
 等に伴う利益剰余金の増加額 

      2,022 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) 

△8,570 △781 △7,360 △16,711 122 9,462 △7,126 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

△8,570 △781 △7,360 △16,711 122 9,462 △33,306 

2008年２月20日残高(百万円) 14,977 △916 △220 13,839 427 297,302 1,167,477 

 

-21-



イオン(株)(8267)2008 年２月期 決算短信 

 

前連結会計年度（自 2006 年２月 21日 至 2007 年２月 20日） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

2006年２月20日残高(百万円) 101,798 167,710 376,532 △763 645,277 

連結会計年度中の変動額      

 2006年４月取締役会に 
 おける利益配当 

  △10,872  △10,872 

 役員賞与   △322  △322 

 当期純利益   57,656  57,656 

 増資による新株式発行 96,992 96,992   193,985 

 自己株式の取得    △85 △85 

 自己株式の処分  0  1 2 

 連結子会社の持分変動に 
 伴う減少高 

  △4,004  △4,004 

 その他   449  449 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) 

     

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

96,992 96,993 42,906 △84 236,809 

2007年２月20日残高(百万円) 198,791 264,704 419,438 △848 882,086 

 

 

評価・換算差額等 

 その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

新株 

予約権 

少数株主

持分 
純資産合計 

2006年２月20日残高(百万円) 28,028   ― 2,845 30,874 ― 232,280 908,432 

連結会計年度中の変動額        

 2006年４月取締役会に 
 おける利益配当 

      △10,872 

 役員賞与       △322 

 当期純利益       57,656 

 増資による新株式発行       193,985 

 自己株式の取得       △85 

 自己株式の処分       2 

 連結子会社の持分変動に 
 伴う減少高 

      △4,004 

 その他       449 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) 

△4,481 △135 4,293 △323 305 55,559 55,541 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

△4,481 △135 4,293 △323 305 55,559 292,351 

2007年２月20日残高(百万円) 23,547 △135 7,139 30,551 305 287,840 1,200,783 
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連結連結連結連結キャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・・・・フローフローフローフロー計算書計算書計算書計算書    
    

当連結会計年度 前連結会計年度 

  
自 2007 年２月 21日 

至 2008 年２月 20日 

自 2006 年２月 21日 

至 2007 年２月 20日 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

 税金等調整前当期純利益  124,575 153,765 

 減価償却費  134,457 122,663 

 のれん償却額  8,346 ― 

 負ののれん償却額  △11,226 ― 

 連結調整勘定償却額  ― △3,865 

 貸倒引当金の増加額  40,595 39,648 

 利息返還損失引当金の増加額  7 5,335 

 賞与引当金の増加額  3,699 2,247 

 退職給付引当金の増加額  3,674 7,748 

 閉店損失引当金の増加又は減少(△)額  1,123 △3,956 

 受取利息及び受取配当金  △5,461 △4,998 

 支払利息  12,774 10,801 

 為替差損又は為替差益(△)  622 △2 

 持分法による投資損失  548 5,226 

 固定資産売却益  △4,979 △2,552 

 固定資産売除却損  5,830 5,663 

 減損損失  46,339 32,804 

 持分変動利益  △4,805 ― 

 有価証券及び投資有価証券売却損益  △8,648 △7,950 

 売上債権の増加額  △40,290 △72,445 

 たな卸資産の増加(△)額  △17,314 △23,825 

 営業貸付金の増加額  △44,311 △76,497 

 仕入債務の増加額  42,583 8,212 

 その他の資産及び負債の増減額  △14,105 17,962 

 その他  15,095 7,579 

    小計  289,131 223,563 

 利息及び配当金の受取額  4,942 4,527 

 利息の支払額  △12,425 △11,028 

 法人税等の支払額  △79,669 △75,417 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  201,978 141,644 
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当連結会計年度 前連結会計年度 

  
自 2007 年２月 21日 

至 2008 年２月 20日 

自 2006 年２月 21日 

至 2007 年２月 20日 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

 有価証券の取得による支出  △6,685 △3,205 

 有価証券の売却による収入  4,893 8,155 

 有形固定資産等の取得による支出  △270,505 △244,892 

 有形固定資産等の売却による収入  50,759 25,464 

 投資有価証券の取得による支出  △97,930 △11,601 

 投資有価証券の売却による収入  11,028 12,241 

 優先出資証券の償還による収入  5,000 ― 

 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △9,517 △169,517 

 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 8,180 969 

 差入保証金の差入れによる支出  △25,716 △25,823 

 差入保証金の返還による収入  28,502 25,236 

 預り保証金の預りによる収入  25,184 36,195 

 預り保証金の返還による支出  △17,066 △18,083 

 その他  △1,598 613 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △295,471 △364,248 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

 
短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの 

純減少(△)額 
 △2,464 △16,215 

 長期借入れによる収入  118,343 230,063 

 長期借入金の返済による支出  △147,408 △115,980 

 社債の発行による収入  25,134 53,583 

 社債の償還による支出  △45,950 △20,000 

 株式の発行による収入  526 193,096 

 更生債権等の弁済額  △548 △2,951 

 自己株式の取得による支出  △60,687 ― 

 少数株主への株式発行による収入  2,398 737 

 少数株主からの株式の買戻しによる支出  △1,427 △233 

 配当金の支払額  △11,994 △10,872 

 少数株主への配当金の支払額  △9,539 △8,284 

 その他  △5,388 11,407 

 財務活動によるキャッシュ・フロー  △139,007 314,348 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  9,898 2,399 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少(△) 又は増加額  △222,601 94,143 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  382,851 285,387 

Ⅶ 
連結範囲の変更に伴う現金同等物期首残高の減少

(△)又は増加額 
 △504 3,320 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高  159,744 382,851 
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連結財務諸表作成連結財務諸表作成連結財務諸表作成連結財務諸表作成のためののためののためののための基本基本基本基本となるとなるとなるとなる重要重要重要重要なななな事項事項事項事項のののの変更変更変更変更    

会計処理の変更 

(企業結合に係る会計基準等) 

 当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会 平成15年 10 月 31 日)及び「事業分離等に関する会計

基準」(企業会計基準委員会 平成17年 12 月 27 日 企業会計基準第７号)並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月27日 最終改正平成19年11月15日 企業会計基準適用指針

第10号)を適用している。従来、借方の連結調整勘定の償却額と貸方の連結調整勘定の償却額は相殺して営業外収益に表示し

ていたが、当該会計基準等の適用に伴い、当連結会計年度から「のれん償却額」は販売費及び一般管理費に含め、「負ののれ

ん償却額」は営業外収益に計上している。これにより、従来と比較して販売費及び一般管理費、営業外収益はそれぞれ 8,346

百万円増加し、営業利益が同額減少している。経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響はない。なお、セグメント

に与える影響については、「セグメント情報」に記載している。 

 この適用に伴う連結財務諸表の表示に関する変更は以下のとおりである。 

 (連結貸借対照表) 

  無形固定資産の「連結調整勘定」及び「営業権」は、当連結会計年度から「のれん」として表示している。 

 (連結損益計算書) 

営業外収益の「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から販売費及び一般管理費の「のれん償却額」及び営業外収益の

「負ののれん償却額」として表示している。 

 (連結キャッシュ・フロー計算書) 

 「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「のれん償却額」及び「負ののれん償却額」として表示している。 

 

表示方法の変更 

(連結貸借対照表) 

１．従来、流動資産の「その他」及び「営業貸付金」に含めて表示していた信託受益権のうち、優先劣後等のように質的に分

割されている場合や信託受益権の保有者が多数となるものについては、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準委員会 

企業会計基準第10号）及び「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第14号）の改正に

伴い、有価証券として取り扱うことになったことから、当連結会計年度より「有価証券」及び「投資有価証券」に含めて表

示している。 

  なお、当連結会計年度末の「有価証券」及び「投資有価証券」に含まれる当該信託受益権の額はそれぞれ、565百万円及び

10,633百万円である。また、前連結会計年度末の流動資産の「その他」及び「営業貸付金」に含まれる当該信託受益権の額

はそれぞれ、607百万円及び6,165百万円である。 

２．無形固定資産の「その他」に含めていた「営業権」は、当連結会計年度から「のれん」として表示している。なお、前連

結会計年度の無形固定資産の「その他」に含まれる「営業権」は、18,599百万円である。 

 

(連結損益計算書) 

営業外収益の「その他」に含めていた「償却債権回収益」については、当連結会計年度において重要性が増したため、区分

掲記した。なお、前連結会計年度における当該金額は、1,992百万円である。 

 

 上記「会計処理の変更」及び「表示方法の変更」以外は、最近の有価証券報告書(2007 年５月 15 日提出)における記載から

重要な変更がないため開示を省略している。 

    

連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表、、、、連結損益計算書連結損益計算書連結損益計算書連結損益計算書、、、、連結株主資本等変動計算書連結株主資本等変動計算書連結株主資本等変動計算書連結株主資本等変動計算書、、、、連結連結連結連結キャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・・・・フロフロフロフロ

ーーーー計算書計算書計算書計算書にににに関関関関するするするする注記事項等注記事項等注記事項等注記事項等    

 決算短信における開示を省略している。 
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セグメントセグメントセグメントセグメント情報情報情報情報    
 
１．事業の種類別セグメント情報                                                                          

当連結会計年度 前連結会計年度 

自 2007 年２月 21日 自 2006 年２月 21日 

至 2008 年２月 20日 至 2007 年２月 20日 

                 期別 

 

セグメント 
金額(百万円) 百分比(％) 金額(百万円) 百分比(％) 

Ⅰ 営業収益及び営業利益     

(1) 営業収益     

総合小売 4,133,688 73.2 3,836,401 73.3 

専門店 639,881 11.3 609,665 11.6 

ディベロッパー 141,940 2.5 126,992 2.4 

サービス等 735,504 13.0 662,351 12.7 

計 5,651,014 100.0 5,235,410 100.0 

消去 △ 483,648  △ 410,635  

連結 5,167,366  4,824,775  

(2) 営業利益     

総合小売 69,341 44.4 75,184 39.2 

専門店 △ 556 △ 0.4 16,218 8.5 

ディベロッパー 35,832 22.9 38,538 20.1 

サービス等 51,740 33.1 61,586 32.2 

計 156,357 100.0 191,528 100.0 

消去 △ 316  △ 1,800  

連結 156,040  189,728  

Ⅱ 資産､減価償却費及び資本的支出     

(1) 資産     

総合小売 1,815,157 47.8 1,776,098 47.6 

専門店 367,371 9.7 424,292 11.4 

ディベロッパー 578,101 15.2 536,951 14.4 

サービス等 1,038,363 27.3 992,997 26.6 

計 3,798,993 100.0 3,730,340 100.0 

消去又は全社 △ 207,586  △ 195,994  

連結 3,591,406  3,534,346  

(2) 減価償却費       

総合小売 82,120 61.1 77,353 63.1 

専門店 21,171 15.7 17,711 14.4 

ディベロッパー 15,622 11.6 14,475 11.8 

サービス等 15,542 11.6 13,121 10.7 

計 134,457 100.0 122,663 100.0 

消去 ―   ―   

連結 134,457  122,663  

(3) 資本的支出     

総合小売 170,496 63.0 135,889 55.5 

専門店 19,324 7.1 19,574 8.0 

ディベロッパー 48,327 17.9 67,614 27.6 

サービス等 32,356 12.0 21,813 8.9 

計 270,505 100.0 244,892 100.0 

消去 ―   ―   

連結 270,505  244,892  

(注)１．事業区分の方法･･････事業は、グループ内の事業展開を基準として区分している。 

 ２．各事業区分の主要な内容 

(1)総合小売事業･････････ゼネラル・マーチャンダイズ・ストア(ＧＭＳ)、スーパーマーケット、コンビニエンスストア及び百貨店等 

(2)専門店事業･･･････････婦人服、ファミリーカジュアルファッション、ヘルス＆ビューティー及び靴等を販売する専門店 

(3)ディベロッパー事業･･･商業施設を開発・賃貸運営するディベロッパー 

(4)サービス等事業･･･････金融、アミューズメント、外食、店舗メンテナンス、卸売業等 

３．前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は28,474百万円及び30,768百万円

であり、その主なものは提出会社での余資運用資金(現預金、有価証券及びその他流動資産)、長期投資資金(投資有価証券)等である。 

４．減価償却費には長期前払費用の償却額が含まれており、資本的支出には長期前払費用を含み差入保証金を含んでいない。 

５．会計処理の変更 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、提出会社及び一部の連結子会社は当連結会計年度から企業結
合に係る会計基準等を適用している。 

 これにより営業利益は総合小売事業が3,078百万円、専門店事業が2,110百万円、ディベロッパー事業が2,938百万円、サービス等事業が

218百万円減少している。 
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２．所在地別セグメント情報                                                       
当連結会計年度 前連結会計年度 

自 2007 年２月 21日 自 2006 年２月 21日 

至 2008 年２月 20日 至 2007 年２月 20日 

                                                                                      

期別 

 

セグメント 金額(百万円) 百分比(％) 金額(百万円) 百分比(％) 

Ⅰ 営業収益及び営業利益     

(1) 営業収益     

日本 4,592,654 88.8 4,301,757 89.0 

北米 266,203 5.1 259,841 5.4 

アジア等 314,974 6.1 270,076 5.6 

計 5,173,832 100.0 4,831,674 100.0 

消去 △ 6,465  △ 6,899  

連結 5,167,366  4,824,775  

(2) 営業利益     

日本 138,077 88.5 163,845 86.5 

北米 △ 2,108 △ 1.4 9,361 4.9 

アジア等 20,146 12.9 16,291 8.6 

計 156,114 100.0 189,497 100.0 

消去 △ 73  230  

連結 156,040  189,728  

Ⅱ 資産     

日本 3,041,372 85.3 2,956,301 84.2 

北米 169,878 4.8 228,293 6.5 

アジア等 354,498 9.9 325,753 9.3 

計 3,565,749 100.0 3,510,349 100.0 

消去又は全社 25,657  23,997  

連結 3,591,406  3,534,346  

(注)１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
 (1)国又は地域の区分の方法･････････････ 地理的近接度によっている。 
 (2)各区分に属する主な国又は地域･･････北 米：米国、カナダ 

  アジア等：中華人民共和国、大韓民国、台湾、マレーシア、タイ、 
                                      シンガポール、インドネシア、オーストラリア 
２．前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は
28,474 百万円及び 30,768 百万円であり、その主なものは提出会社での余資運用資金(現預金、有価証券及びそ
の他流動資産)、長期投資資金(投資有価証券)等である。 
３．会計処理の変更 
 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、提出会社及び一部の連結子会社は当連結会
計年度から企業結合に係る会計基準等を適用している。 
 これにより営業利益は、日本において7,228百万円、アジア等において1,118百万円減少している。 

 

３．海外売上高      

当連結会計年度（自2007年２月21日 至2008年２月20日） 

 
北米 
(百万円) 

アジア等 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

Ⅰ 海外営業収益 264,586 311,862 576,448 

Ⅱ 連結営業収益 ― ― 5,167,366 

Ⅲ 連結営業収益に占める海外営業収益の割合（％） 5.1 6.0 11.2 

 

前連結会計年度（自2006年２月21日 至2007年２月20日） 

 
北米 
(百万円) 

アジア等 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

Ⅰ 海外営業収益 257,957 266,295 524,252 

Ⅱ 連結営業収益 ― ― 4,824,775 

Ⅲ 連結営業収益に占める海外営業収益の割合（％） 5.3 5.5 10.9 

(注)１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
 (1)国又は地域の区分の方法･････････････ 地理的近接度によっている。 
 (2)各区分に属する主な国又は地域･･････北 米：米国、カナダ 

  アジア等：中華人民共和国、大韓民国、台湾、マレーシア、タイ、 
                                      シンガポール、インドネシア、オーストラリア 
２．海外営業収益は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高及びその他の営業収入の合計額であ
る。 

-27-



イオン(株)(8267)2008 年２月期 決算短信 

 

販売販売販売販売のののの状況状況状況状況    
    

 販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。                    

当連結会計年度 前連結会計年度 

自 2007 年２月 21日 自 2006 年２月 21日 

至 2008 年２月 20日 至 2007 年２月 20日 

                                                       

期別 

 

セグメント 
金額(百万円) 百分比(％) 金額(百万円) 百分比(％) 

総合小売     

ＧＭＳ 2,863,062 50.7 2,674,815 51.1 

スーパーマーケット 909,566 16.1 813,522 15.5 

コンビニエンスストア 119,336 2.1 110,376 2.1 

その他 241,722 4.3 237,685 4.6 

計 4,133,688 73.2 3,836,401 73.3 

専門店 639,881 11.3 609,665 11.6 

ディベロッパー 141,940 2.5 126,992 2.4 

サービス等     

金融サービス 163,407 2.9 159,703 3.1 

その他 572,096 10.1 502,647 9.6 

計 735,504 13.0 662,351 12.7 

小計 5,651,014 100.0 5,235,410 100.0 

消去 △ 483,648  △ 410,635  

合計 5,167,366  4,824,775  

（注）コンビニエンスストアの営業収益には、加盟店の売上高（当連結会計年度 257,836 百万円、前連結会計年度

258,326 百万円）は含まれていない。 

 

 

 

リースリースリースリース取引取引取引取引、、、、関連当事者関連当事者関連当事者関連当事者とのとのとのとの取引取引取引取引、、、、税効果会計税効果会計税効果会計税効果会計、、、、有価証券有価証券有価証券有価証券、、、、デリバティブデリバティブデリバティブデリバティブ取引取引取引取引、、、、退職給退職給退職給退職給

付付付付、、、、ストックストックストックストック・・・・オプションオプションオプションオプション等等等等、、、、企業結合等企業結合等企業結合等企業結合等    

 決算短信における開示を省略している。 
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１１１１株当株当株当株当たりたりたりたり情報情報情報情報    
 

 当連結会計年度 前連結会計年度 

１株当たり純資産額 1,136円73銭 1,141円40銭 

１株当たり当期純利益 55円75銭 77円31銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 55円75銭 77円30銭 

 

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 当連結会計年度 前連結会計年度 

連結貸借対照表の 
純資産の部の合計額(百万円) 

1,167,477 1,200,783 

普通株式に係る純資産額(百万円) 869,746 912,638 

差額の主な内訳(百万円) 
 少数株主持分 

297,302 287,840 

普通株式の発行済株式数(千株) 800,446 800,208 

普通株式の自己株式数(千株) 35,312 633 

１株当たり純資産の算定に用いられた 
普通株式の数(千株) 

765,133 799,574 

 

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 当連結会計年度 前連結会計年度 

当期純利益(百万円) 43,932 57,656 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 43,932 57,656 

普通株式の期中平均株式数(千株) 787,955 745,767 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用
いられた当期純利益調整額(百万円) 

0 3 

普通株式増加数 55,539株 ― 

（うち新株予約権） (55,539株) (―) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要 

 潜在株式の種類 

  イオン㈱第２回新株予約権 

 潜在株式の数 

  918個 

潜在株式の種類 

 イオン㈱第２回新株予約権 

潜在株式の数 

 969個 
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貸貸貸貸    借借借借    対対対対    照照照照    表表表表    ≪≪≪≪    イイイイ    オオオオ    ンンンン    ㈱㈱㈱㈱    ≫≫≫≫    
（単位：百万円） 

当事業年度 
(2008年２月20日現在) 

前事業年度 
(2007年２月20日現在)            期 別 

 
 科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 

(資産の部)    ％   ％ 

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金   21,210   220,084  

２ 受取手形   460   486  

３ 売掛金   27,944   16,534  

４ 有価証券   565   ―  

５ 商品   125,020   120,136  

６ 貯蔵品   488   362  

７ 前払費用   2,781   2,632  

８ 関係会社短期貸付金   805   －  

９ 繰延税金資産   7,749   8,815  

10 未収入金   38,764   27,575  

11 １年以内回収予定の差入保証金   5,465   5,746  

12 その他   9,008   7,764  

貸倒引当金   △214   △233  

流動資産合計   240,048 17.9  409,907 29.7 

Ⅱ 固定資産        

(1) 有形固定資産        

１ 建物   272,909   242,374  

２ 構築物   23,374   21,616  

３ 車両運搬具   4   9  

４ 器具備品   25,648   25,911  

５ 土地   109,120   92,093  

６ 建設仮勘定   21,203   12,041  

有形固定資産合計   452,261 33.7  394,047 28.6 

(2) 無形固定資産        

１ 借地権   98   101  

２ 商標権   408   397  

３ ソフトウェア   12,538   13,455  

４ 借家権   366   390  

５ 電話加入権   203   206  

６ その他   517   605  

無形固定資産合計   14,133 1.1  15,156 1.1 
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（単位：百万円） 

当事業年度 
(2008年２月20日現在) 

前事業年度 
(2007年２月20日現在)            期 別 

 
 科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 

(3) 投資その他の資産    ％   ％ 

１ 投資有価証券   71,259   77,043  

２ 関係会社株式   359,681   282,502  

３ 出資金   13   13  

４ 関係会社出資金   2,232   1,325  

５ 長期貸付金   137   158  

６ 関係会社長期貸付金   500   －  

７ 固定化営業債権   11,971   16,347  

８ 長期前払費用   24,531   23,482  

９ 繰延税金資産   23,250   21,871  

10 差入保証金   152,804   155,618  

11 店舗賃借仮勘定   1,764   1,161  

12 その他   2,544   1,461  

貸倒引当金   △17,253   △23,207  

投資その他の資産合計   633,437 47.2  557,777 40.5 

固定資産合計   1,099,832 82.0  966,981 70.2 

Ⅲ 繰延資産        

１ 株式交付費   665   1,063  

繰延資産合計   665 0.1  1,063 0.1 

資産合計   1,340,546 100.0  1,377,952 100.0 
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（単位：百万円） 

当事業年度 
(2008年２月20日現在) 

前事業年度 
(2007年２月20日現在)            期 別 

 
 科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 

(負債の部)    ％   ％ 

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形   27,196   23,582  

２ 買掛金   170,773   162,767  

３ 短期借入金   400   －  

４ １年以内返済予定の長期借入金   17,048   16,047  

５ １年以内償還予定の社債   5,000   20,000  

６ 未払金   26,873   23,958  

７ 未払費用   25,724   25,018  

８ 未払法人税等   8,115   19,579  

９ 未払消費税等   2,088   3,013  

10 前受金   2,295   2,039  

11 預り金   123,074   100,621  

12 賞与引当金   8,280   6,301  

13 ポイント制度引当金   109   －  

14 閉店損失引当金   2,502   1,923  

15 設備支払手形   61,385   38,451  

16 商品券   18,607   16,913  

17 その他   16,371   6,399  

流動負債合計   515,846 38.5  466,617 33.9 

Ⅱ 固定負債        

１ 社債   86,000   91,000  

２ 長期借入金   69,186   71,722  

３ 退職給付引当金   13,880   11,558  

４ 投資等損失引当金   2,329   8,124  

５ 閉店損失引当金   553   115  

６ 偶発損失引当金   1,323   1,692  

７ 預り保証金   95,788   95,754  

８ その他   3,110   2,026  

固定負債合計   272,172 20.3  281,994 20.4 

負債合計   788,019 58.8  748,611 54.3 
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（単位：百万円）  

当事業年度 

(2008年２月20日現在) 

前事業年度 

(2007年２月20日現在) 

                  期  別 
 
 
 
  科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

(純資産の部)     ％      ％ 

Ⅰ 株主資本             

    1 資本金        199,054 14.9  198,791 14.4 

    2 資本剰余金       

     (1) 資本準備金 264,963   264,700   

   (2) その他資本剰余金 4   4   

    資本剰余金合計  264,968 19.8  264,704 19.2 

    3 利益剰余金           

   (1) 利益準備金 11,770   11,770   

     (2) その他利益剰余金       

     特別償却積立金 918   833   

     固定資産圧縮積立金 8,128   8,703   

     別途積立金 105,500   98,500   

     繰越利益剰余金 10,735   26,418   

       利益剰余金合計  137,052 10.2  146,225 10.6 

    4 自己株式       △61,462 △4.6  △777 △0.0 

  株主資本合計  539,611 40.3  608,944 44.2 

Ⅱ 評価・換算差額等       

      その他有価証券評価差額金  12,965   20,240  

    繰延ヘッジ損益  △478   △149  

    評価・換算差額等合計  12,486 0.9  20,091 1.5 

Ⅲ 新株予約権  427 0.0  305 0.0 

   純資産合計  552,526 41.2  629,340 45.7 

    負債・純資産合計  1,340,546 100.0  1,377,952 100.0 
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損損損損    益益益益    計計計計    算算算算    書書書書    ≪≪≪≪    イイイイ    オオオオ    ンンンン    ㈱㈱㈱㈱    ≫≫≫≫    
（単位：百万円） 

当事業年度 
自 2007年２月21日 
至 2008年２月20日 

前事業年度 
自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日 

           期 別 
 

 科 目 
金 額 百分比 金 額 百分比 

    ％   ％ 

Ⅰ 売上高   1,927,220 100.0  1,836,255 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１ 期首商品たな卸高  120,136   114,916   

２ 当期商品仕入高  1,450,843   1,360,182   

計  1,570,980   1,475,098   

３ 他勘定振替高  6,912   1,478   

４ 期末商品たな卸高  125,020 1,439,048 74.7 120,136 1,353,484 73.7 

売上総利益   488,172 25.3  482,771 26.3 

Ⅲ その他の営業収入        

１ 不動産賃貸収入  103,196   90,310   

２ 販売受入手数料  38,295 141,491 7.4 33,699 124,009 6.7 

営業総利益   629,664 32.7  606,781 33.0 

Ⅳ 販売費及び一般管理費        

１ 広告宣伝費  36,793   34,361   

２ 貸倒引当金繰入額  52   40   

３ 従業員給料・賞与  208,300   205,528   

４ 賞与引当金繰入額  8,280   6,301   

５ 法定福利厚生費  32,348   31,984   

６ 水道光熱費  32,887   32,113   

７ 減価償却費  45,307   43,337   

８ 修繕維持費  39,056   37,708   

９ 地代家賃  110,922   102,631   

10 その他  83,996 597,946 31.0 79,197 573,204 31.2 

営業利益   31,718 1.7  33,576 1.8 

Ⅴ 営業外収益        

１ 受取利息  1,241   912   

２ 受取配当金  19,734   12,617   

３ その他  3,771 24,747 1.3 3,956 17,486 1.0 
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（単位：百万円） 

当事業年度 
自 2007年２月21日 
至 2008年２月20日 

前事業年度 
自 2006年２月21日 
至 2007年２月20日 

           期 別 
 

 科 目 
金 額 百分比 金 額 百分比 

Ⅵ 営業外費用    ％   ％ 

１ 支払利息  2,318   1,801   

２ 社債利息  2,473   2,236   

３ 貸倒引当金繰入額  19   23   

４ 偶発損失引当金繰入額  －   121   

５ その他  2,119 6,930 0.4 2,833 7,017 0.4 

経常利益   49,534 2.6  44,045 2.4 

Ⅶ 特別利益        

１ 解約補償金受入益  3,407   －   

２ 関係会社株式売却益  2,982   20,892   

３ 貸倒引当金戻入益  2,494   －   

４ 投資有価証券売却益  2,350   6,116   

５ 固定資産売却益  2,159   －   

６ その他  5,067 18,462 0.9 2,887 29,896 1.6 

Ⅷ 特別損失        

１  関係会社株式評価損  35,897   －   

２  減損損失  7,420   20,914   

３ 閉店損失引当金繰入額  1,941   －   

４ 投資等損失引当金繰入額  －   5,865   

５ その他  2,869 48,129 2.5 5,463 32,243 1.7 

税引前当期純利益   19,868 1.0  41,698 2.3 

法人税、住民税及び事業税  11,322   20,922   

法人税等調整額  5,723 17,046 0.9 △3,675 17,246 1.0 

当期純利益   2,821 0.1  24,452 1.3 
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株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書≪≪≪≪イオンイオンイオンイオン㈱㈱㈱㈱≫≫≫≫    
当事業年度 

 自 2007 年２月 21日 

 至 2008 年２月 20日 

（単位：百万円） 

株主資本 評価・換算差額等  
資本剰余金 利益剰余金 

 

資

本

金 

資

本

準

備

金 

そ

の

他

資

本

剰

余

金 

資

本

剰

余

金

合

計 

利

益

準

備

金 

そ

の

他

利

益

剰

余

金 
(注) 

利

益 

剰

余

金

合

計 

自

己

株

式 

株

主

資

本

合

計 

そ

の

他

有

価

証

券

評

価

差

額

金 

繰

延

ヘ

ッ

ジ

損

益 

評

価 

・ 

換

算

差

額

等

合

計 

新

株

予

約

権 

純

資

産

合

計 

2007 年 2月 20 日残高 198,791 264,700 4 264,704 11,770 134,455 146,225 △777 608,944 20,240 △149 20,091 305 629,340 

事業年度中の変動額               

 特別償却積立金の積立額      － －  －     － 

 特別償却積立金の取崩額      － －  －     － 

 固定資産圧縮積立金の積

立額 
     － －  －     － 

 固定資産圧縮積立金の取

崩額 
     － －  －     － 

固定資産圧縮特別勘定積

立金の積立額 
     － －  －     － 

固定資産圧縮特別勘定積

立金の取崩額 
     － －  －     － 

別途積立金の積立額      － －  －     － 

剰余金の配当      △11,994 △11,994  △11,994     △11,994 

 当期純利益      2,821 2,821  2,821     2,821 

自己株式の取得        △60,687 △60,687     △60,687 

 自己株式の処分   0 0    2 2     2 

 新株の発行 263 263  263     526     526 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純額） 
         △7,275 △329 △7,604 122 △7,481 

事業年度中の変動額合

計 
263 263 0 263 － △9,173 △9,173 △60,685 △69,332 △7,275 △329 △7,604 122 △76,814 

2008 年 2月 20 日残高 199,054 264,963 4 264,968 11,770 125,282 137,052 △61,462 539,611 12,965 △478 12,486 427 552,526 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-36-



イオン(株)(8267)2008 年２月期 決算短信 

 

 

(注) その他利益剰余金の内訳                         （単位：百万円） 

項 目 特別償却 

積立金 

固定資産 

圧縮積立金 

固定資産 

圧縮特別勘定 

積立金 

別途積立金 繰越利益 

剰余金 

合計 

2007 年２月 20日残高 833 8,703 ― 98,500 26,418 134,455 

事業年度中の変動額       

 特別償却積立金の積立額 409    △409 ― 

 特別償却積立金の取崩額 △324    324 ― 

 固定資産圧縮積立金の積立額  20   △20 ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩額  △594   594 ― 

固定資産圧縮特別勘定積立金

の積立額 
  20  △20 ― 

固定資産圧縮特別勘定積立金

の取崩額 
  △20  20 ― 

別途積立金の積立額    7,000 △7,000 ― 

剰余金の配当     △11,994 △11,994 

 当期純利益     2,821 2,821 

自己株式の取得      ― 

 自己株式の処分      ― 

 新株の発行      ― 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
     ― 

事業年度中の変動額合計 85 △574 ― 7,000 △15,683 △9,173 

2008 年 2月 20 日残高 918 8,128 ― 105,500 10,735 125,282 
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前事業年度 

 自 2006 年２月 21日 

 至 2007 年２月 20日 

（単位：百万円） 

株主資本 評価・換算差額等  
資本剰余金 利益剰余金 

 

資

本

金 

資

本

準

備

金 

そ

の

他

資

本

剰

余

金 

資

本

剰

余

金

合

計 

利

益

準

備

金 

そ

の

他

利

益

剰

余

金 
(注 1) 

利

益 

剰

余

金

合

計 

自

己

株

式 

株

主

資

本

合

計 

そ

の

他

有

価

証

券

評

価

差

額

金 

繰

延

ヘ

ッ

ジ

損

益 

評

価 

・ 

換

算

差

額

等

合

計 

新

株

予

約

権 

純

資

産

合

計 

2006 年 2月 20 日残高 101,798 167,707 3 167,710 11,770 120,875 132,645 △763 401,390 23,673 － 23,673 － 425,064 

事業年度中の変動額               

2006 年 4 月取締役会決議に

基づく利益処分による任意

積立金取崩項目(注 2) 

     － －  －     － 

 2006 年 4 月取締役会決議に

基づく利益処分項目(注 3) 
     △10,872 △10,872  △10,872     △10,872 

 当事業年度に係る特別償

却積立金の積立額 
     － －  －     － 

 当事業年度に係る特別償

却積立金の取崩額 
     － －  －     － 

 当事業年度に係る固定資

産圧縮積立金の積立額 
     － －  －     － 

 当事業年度に係る固定資

産圧縮積立金の取崩額 
     － －  －     － 

当事業年度に係る固定資

産圧縮特別勘定積立金の

積立額 

     － －  －     － 

当事業年度に係る固定資

産圧縮特別勘定積立金の 

取崩額 

     － －  －     － 

 当期純利益      24,452 24,452  24,452     24,452 

 増資による新株式発行       96,992 96,992  96,992     193,985     193,985 

自己株式の取得        △14 △14     △14 

 自己株式の処分   0 0    1 2     2 

 株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純額） 
       

 

 
 △3,432 △149 △3,582 305 △3,276 

事業年度中の変動額合

計 
96,992 96,992 0 96,993 － 13,579 13,579 △13 207,553 △3,432 △149 △3,582 305 204,276 

2007 年 2月 20 日残高 198,791 264,700 4 264,704 11,770 134,455 146,225 △777 608,944 20,240 △149 20,091 305 629,340 
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(注 1) その他利益剰余金の内訳                         （単位：百万円） 

項 目 特別償却 

積立金 

固定資産 

圧縮積立金 

固定資産 

圧縮特別勘定 

積立金 

別途積立金 繰越利益 

剰余金 

合計 

2006 年２月 20日残高 961 9,329 361 98,500 11,723 120,875 

事業年度中の変動額       

2006 年 4月取締役会決議に基づ

く利益処分による任意積立金取

崩項目(注 2) 

△291 △404 △361  1,057 ― 

2006 年 4月取締役会決議に基づ

く利益処分項目(注 3) 
209 361 2  △11,446 △10,872 

当事業年度に係る特別償却積立

金の積立額 
240    △240 ― 

当事業年度に係る特別償却積立

金の取崩額 
△286    286 ― 

当事業年度に係る固定資産圧縮

積立金の積立額 
 71   △71 ― 

当事業年度に係る固定資産圧縮

積立金の取崩額 
 △654   654 ― 

当事業年度に係る固定資産圧縮

特別勘定積立金の積立額 
  61  △61 ― 

当事業年度に係る固定資産圧縮

特別勘定積立金の取崩額 
  △64  64 ― 

当期純利益     24,452 24,452 

自己株式の取得       

自己株式の処分       

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額(純額) 
      

事業年度中の変動額合計 △127 △626 △361 ― 14,695 13,579 

2007年２月20日残高 833 8,703 ― 98,500 26,418 134,455 

(注 2) 2006 年 4月取締役会決議に基づく利益処分による任意積立金取崩項目は次のとおりである。 

       任意積立金取崩額 

       1.特別償却積立金取崩額       291百万円  

       2.固定資産圧縮積立金取崩額     404百万円 

       3.固定資産圧縮特別勘定積立金取崩額 361百万円 

(注 3) 2006 年 4月取締役会決議に基づく利益処分項目は次のとおりである。 

       1.配当金             10,872 百万円 

       2.任意積立金 

        (1)特別償却積立金         209 百万円 

        (2)固定資産圧縮積立金       361 百万円 

        (3)固定資産圧縮特別勘定積立金    2 百万円   

         合計             11,446 百万円 
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